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第１節  

１ 事業の体系 

医療提供体制の整備     

が ん 医 療 対 策 東京都がん対策推進協議会 （ 医療政策課）  

高度ながん医療の総合的な展開 （ 医療政策課）  

患者及びその家族の苦痛・ 不安の軽減 （ 医療政策課）  

ラ イ フ ス テージに応じ たがん対策 （ 医療政策課）  

がん登録推進事業 （ 医療政策課）  

地 域 医 療 対 策 糖尿病医療連携推進事業 （ 医療政策課）  

在宅療養普及事業 （ 医療政策課）  
 

在宅療養環境整備支援事業 （ 医療政策課）  
 

在宅人工呼吸器使用者療養支援事業 （ 医療政策課）  

区市町村在宅療養推進事業 （ 医療政策課）  

東京都多職種連携ネッ ト ワ ーク 事業 （ 医療政策課）  

入退院時連携強化事業 （ 医療政策課）  

在宅療養研修事業 （ 医療政策課）  

 在宅医療参入促進事業 （ 医療政策課）  

Ａ Ｃ Ｐ 推進事業 （ 医療政策課）  

     都民の「 生き る 」 を 最後ま で支え
る 、 医療・ 介護職のＡ Ｃ Ｐ 実践力の
育成 

（ 医療政策課）       

     
小児等在宅医療推進研修事業 （ 医療政策課）  

在宅医療推進強化事業 （ 医療政策課）  

     在宅医療現場における ハラ ス メ ン ト
対策事業 

（ 医療政策課）       

     災害時在宅医療提供体制強化事業 （ 医療政策課）  

地域医療構想推進事業( 転換促進、  
開設準備経費支援)  

（ 医療政策課）  

リ ハビ リ テーショ ン 対策 （ 医療政策課）  

病床機能再編支援事業 （ 医療政策課）  

医療機関デジタ ル化推進サポート 事
業 

（ 医療政策課）       

     医療機関等物価高騰緊急対策事業 （ 医療政策課）  

     
地域医療確保緊急支援事業 

（ 医療政策課・  
 救急災害医療課）       

     地域医療に関する 調査 （ 医療政策課）  

     認知症医療の実態調査 （ 医療政策課）  

都民の視点に立った医療情報の提供 都民の医療に対する 理解と 参画推進事業 （ 医療政策課）  

保健医療情報の提供 （ 医療政策課）  

歯 科 保 健 医 療 対 策 普及啓発・ 基盤整備 （ 医療政策課）  

障害者等歯科保健対策 （ 医療政策課）  

医療施設に対する 支援事業 公立病院に対する 補助 （ 医療政策課）  

民間医療機関に対する 補助 （ 医療政策課）  

外国人未払医療費補てん事業 （ 医療政策課）  

東京都地域医療連携シス テムデジタ ル
環境整備推進事業 

（ 医療政策課・  
 救急災害医療課）  

医療機関診療情報デジタ ル推進事業 （ 医療政策課）  

オンラ イ ン医療相談・ 診療等環境整備補助事業 （ 医療政策課）  

医療機関診療情報デジタ ル導入支援
事業 

（ 医療政策課）       
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     医療機関における Ａ Ｉ 技術活用促進
事業 

（ 医療政策課）  
     

     医療機関診療情報サイ バーセキュ リ
ティ 対策支援事業 

（ 医療政策課）  

     医療機関における 電子処方箋の活
用・ 普及の促進事業 

（ 医療政策課）  
     

医療Ｄ Ｘ 人材育成支援事業 （ 医療政策課）       

救 急 医 療 体 制 の 充 実 救急医療事業 （ 救急災害医療課）  

東京都ド ク タ ーヘリ 運航事業 （ 救急災害医療課）  

循環器病対策の推進 （ 救急災害医療課）  

救急医療に関する 普及・ 啓発 （ 救急災害医療課）  

救急患者の早期地域移行支援 （ 救急災害医療課）  

病院救急車購入支援事業 （ 救急災害医療課）  

救急医療体制強化事業 （ 医療人材課）  

小 児 医 療 体 制 の 充 実 東京都こ ど も 救命セン タ ーの運営 （ 救急災害医療課）  

休日・ 全夜間診療事業( 小児)  （ 救急災害医療課）  

小児初期救急運営に対する 補助 （ 救急災害医療課）  

小児医療協議会 （ 救急災害医療課）  

地域における 小児医療研修事業 （ 救急災害医療課）  

周 産 期 医 療 体 制 の 充 実 周産期母子医療セン タ ーの運営 （ 救急災害医療課）  

母体救命対応総合周産期母子医療センタ ー
( ス ーパー総合周産期セン タ ー)  

（ 救急災害医療課）  

周産期搬送コ ーディ ネータ ーの配置 （ 救急災害医療課）  

多摩新生児連携病院 （ 救急災害医療課）  

周産期医療ネッ ト ワ ーク グループの構築 （ 救急災害医療課）  

周産期連携病院( 休日・ 全夜間診療事業)  （ 救急災害医療課）  

周産期医療情報ネッ ト ワ ーク 事業 （ 救急災害医療課）  

小児等在宅移行研修事業 （ 救急災害医療課）  

在宅移行支援病床運営事業 （ 救急災害医療課）  

在宅療養児一時受入支援事業 （ 救急災害医療課）  

ＮＩ Ｃ Ｕ等入院児の在宅移行支援事業 （ 救急災害医療課）  

産科救急対応向上事業 （ 救急災害医療課）  

新生児医療担当医育成支援事業 （ 救急災害医療課）  

災害時小児・ 周産期医療対策 （ 救急災害医療課）  

助産所設備整備費補助事業 （ 救急災害医療課）  

東京都無痛分娩費用助成等事業 （ 救急災害医療課）  

ド ナーミ ルク 利用支援事業 （ 救急災害医療課）  

Ｎ Ｉ Ｃ Ｕ 入院児相談支援事業 （ 救急災害医療課）  

災 害 時 医 療 体 制 の 整 備 東京都災害医療協議会の設置 （ 救急災害医療課）  

医療救護活動 （ 救急災害医療課）  

災害医薬品等の備蓄 （ 救急災害医療課）  

災害拠点病院の整備 （ 救急災害医療課）  

災害拠点連携病院の整備 （ 救急災害医療課）  

災害拠点病院等事業継続計画( Ｂ Ｃ
Ｐ )  

（ 救急災害医療課）  

医療施設浸水対策計画策定支援事業 （ 救急災害医療課）       
移動電源車の確保事業 （ 救急災害医療課）  

東京都災害拠点病院災害時拠点強靱
化緊急促進事業 

（ 救急災害医療課）  

災害拠点病院等自家発電設備等整備強化事業 （ 救急災害医療課）  

医療施設耐震化促進事業 （ 救急災害医療課）  
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医療施設耐震化対策事業 （ 救急災害医療課）  

医療施設耐震対策緊急促進事業 （ 救急災害医療課）  

医療施設防火対策緊急整備事業 （ 救急災害医療課）  

東京Ｄ ＭＡ Ｔ の編成 （ 救急災害医療課）  

災害医療計画策定支援事業 （ 救急災害医療課）  

医療対策拠点等通信設備強化事業 （ 救急災害医療課）  

へき 地医療対策 等の 充実 へき 地医療従事者の確保 （ 救急災害医療課）  

東京都地域医療支援ド ク タ ー事業 （ 医療人材課）  

島し ょ 救急患者の搬送 （ 救急災害医療課）  

島し ょ 医療用画像電送システム等によ る 診療支
援 

（ 救急災害医療課）  

 
山谷地域及び路上生活者救急医療協力謝金 （ 救急災害医療課）  

島し ょ 地域リ ハビ リ テーショ ン 提供
体制構築支援事業 

（ 救急災害医療課）  

医 療 安 全 対 策 の 推 進 医療施設等の許認可・ 監視指導 （ 医療安全課）  

医療安全支援センタ ー （ 医療安全課）  

東京都院内感染対策推進事業 （ 医療安全課）  

衛生検査所精度管理 （ 医療安全課）  

死体検案・ 解剖 （ 医療安全課）  

医療法人台帳オンラ イ ンシス テム （ 医療安全課）  

医療法等に基づく 立入検査Ｄ Ｘ  （ 医療安全課）      
     都民と 医療・ 介護従事者を 暴力等か

ら 守る 、 安全で安心な医療・ 介護環
境の整備事業 

（ 医療安全課）  
     

患者の声相談窓口のＤ Ｘ 化 （ 医療安全課）  

医療人材の確保と 質の向上 医療人材の確保 （ 医療人材課）  

医療社会事業 （ 医療人材課）  

看護職員等の養成･定着･再就業対策 （ 医療人材課）  

資質向上対策 （ 医療人材課）  
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２ 医療政策部事業関連計画 

( 1） 東京都保健医療計画（ 第８ 次）  

ア  計画の性格 

医療法に基づく 医療計画（ 地域の実情に応じ て、 都道府県における 医療提供体制の確保を

図る ための計画） を含む、 東京の保健医療に関し 、 施策の方向性を明ら かにする 基本的かつ

総合的な計画 

計画期間： 令和６ 年度から 令和11年度ま での６ 年間 

（ 医療法の規定によ り ３ 年ごと に必要に応じ て見直し ）  

 

イ  計画改定の趣旨と 基本理念 

改定前の基本理念「 誰も が質の高い医療を 受けら れ、 安心し て暮ら せる 『 東京』 」 及び４

つの基本目標に、 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症や近年の災害の経験を踏ま え「 有事にも 機能す

る 医療提供体制の強化」 を追加し た。  

【 基本目標】  

Ⅰ 高度医療・ 先進的な医療提供体制の将来にわたる 進展 

Ⅱ 東京の特性を生かし た切れ目のない医療連携シス テムの構築 

Ⅲ 地域包括ケアシス テムにおける 治し 、 支える 医療の充実 

Ⅳ 有事にも 機能する 医療提供体制の強化 

Ⅴ 安心し て暮ら せる 東京を築く 人材の確保・ 育成 

 

ウ  計画の内容 

( ｱ） 地域医療構想 

a 東京都地域医療構想 

b 地域医療構想の実現に向けた取組 

( ｲ） 保健医療圏と 基準病床数 

a 保健医療圏 

b 事業推進区域 

c 基準病床数 

( ｳ） 計画の推進体制  

( ｴ） 健康づく り と 保健医療体制の充実 

a 都民の視点に立った医療情報の提供・ 都民の理解促進 

b 医療Ｄ Ｘ の推進 

c 保健医療を担う 人材の確保と 資質の向上 

d 生涯を通じ た健康づく り の推進 

生活習慣の改善（ 栄養・ 食生活、 身体活動・ 運動、 喫煙等） 、 母子保健・ 子供家庭
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福祉、 青少年期の対策、 フ レ イ ル・ ロ コ モティ ブシンド ロ ーム の予防、 Ｃ Ｏ Ｐ Ｄ （ 慢性閉

塞性肺疾患） の予防、 こ こ ろの健康づく り 、 ひき こ も り 支援の取組、 自殺対策の取組 

e 外来医療に係る 医療提供体制の確保 

f  切れ目のない保健医療体制の推進 

( a) ５ 疾病 

①がん、 循環器病（ ②脳卒中、 ③心血管疾患） 、 ④糖尿病、 ⑤精神疾患・ 認知症 

( b) ６ 事業 

①救急医療、 ②災害医療、 ③新興感染症発生・ ま ん延時の医療、 ④へき 地医療、  

⑤周産期医療、 ⑥小児医療 

( c) 在宅療養 

( d) リ ハビリ テーショ ン医療 

( e) 外国人患者への医療 

g 歯科保健医療 

h 難病患者等支援及び血液・ 臓器移植対策 

難病患者支援対策、 原爆被爆者援護対策、 ウ イ ルス 肝炎対策、 血液の確保・ 血液製剤の

適正使用対策・ 臓器移植対策 

i  医療安全の確保等 

j  医療費適正化 

( ｵ） 高齢者及び障害者施策の充実 

高齢者保健福祉施策、 障害者施策 

( ｶ） 健康危機管理体制の充実 

健康危機管理の推進、 感染症対策、 医薬品等の安全確保、 食品の安全確保、 アレ ルギー

疾患対策、 環境保健対策、 生活衛生対策、 動物愛護と 管理 

( ｷ） 計画の推進主体の役割 

行政（ 区市町村・ 東京都・ 国・ 保健所・ 研究機関） 、 医療提供施設、 保険者、 都民の果

たすべき 役割 

 

 

( 2） 東京都がん対策推進計画（ 第三次改定）  

ア  計画策定の趣旨 

がん対策基本法に基づく 都道府県がん対策推進計画であり 、 がんの予防から 治療及び療養

生活の質の向上に至る ま での都における 総合的な計画 

計画期間： 令和６ 年度から 令和11年度ま での６ 年間 

イ  全体目標・ 個別目標と 基本方針 
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「 誰一人取り 残さ ないがん対策を推進し 、 全ての都民と がんの克服を目指す。 」 と いう 全

体目標の下に、 「 がん予防」 、 「 がん医療」 及び「 がんと の共生」 と し て、 以下のと おり ３

つの分野別目標を 定め、 こ れら の３ 本の柱に沿った総合的ながん対策を、 都や区市町村、 全

ての都民、 医療従事者、 各種関係団体、 事業主等が一体と なって、 推進し ていく 。  

( ｱ） 分野別目標「 科学的根拠に基づく がん予防・ がん検診の充実」  

予防可能ながんのリ ス ク 因子である 喫煙・ 受動喫煙や食生活・ 身体活動等の生活習慣・

生活環境、 がんの罹患につながる ウ イ ルス や細菌への感染など についての正し い知識に基

づく 生活を送る こ と で、 がんのリ ス ク の減少を目指す。  

科学的根拠に基づく がん検診に関する 理解を深め、 精密検査も 含め適切に受診する こ と

によ り 、 がん検診受診率及び精密検査受診率の向上を図る と と も に、 検査の実施主体であ

る 区市町村や職域において、 科学的根拠に基づく がん検診の実施と 検診の質の向上を目指

す。  

( ｲ） 分野別目標「 患者本位で持続可能ながん医療の提供」  

患者が都内のど こ に住んでいても 適切な診断や治療にス ムーズにアク セス でき る 体制を

確保する 。 がん診療連携拠点病院等の間での役割分担の整理と 連携によ り 、 持続可能なが

ん医療の提供に取り 組むと と も に、 がん診療連携拠点病院等と 地域の医療・ 介護関係者の

連携体制の構築や人材育成の取組によ り 、 療養生活の質を向上さ せる こ と を目指す。  

がんと 診断さ れた時から 、 全ての場所で切れ目なく 適切な緩和ケアが迅速に提供さ れる

こ と によ り 、 Ｑ Ｏ Ｌ の維持・ 向上が図ら れ、 患者が希望する 場所で安心し て療養でき る こ

と を目指す。  

 小児やＡ Ｙ Ａ 世代（ 主に15歳以上40歳未満の思春期及び若年成人世代） のがん患者に

ついて、 多職種連携や成人領域と 小児領域と の連携によ り 、 小児がん患者に対する 移行期

医療支援やＡ Ｙ Ａ 世代のがん患者に対する 医療提供体制を強化する と と も に、 小児・ Ａ Ｙ

Ａ 世代のがん患者の長期フ ォ ロ ーアッ プの推進やがん・ 生殖医療に関する 意思決定・ 情報

提供の推進を図る 。  

医療・ 介護の関係者の連携に基づき 、 高齢のがん患者が、 それぞれの状況に応じ た適切

ながん医療を 受けら れる 環境を 整える と と も に、 患者や家族等の意思決定支援に係る 取組

を推進する 。  

( ｳ） 分野別目標「 がんと と も に尊厳を持って安心し て暮ら せる 地域共生社会の構築」  

患者・ 家族を支援する ための取組を一層充実さ せる と と も に、 それぞれのニーズに見合

っ た支援にアク セス でき る 体制を 整える こ と で、 不安や悩みの軽減、 解消を 目指す。 患

者・ 家族にと って必要・ 有益と なる 情報を 適時・ 的確に発信する こ と で、 患者・ 家族が適

切かつ十分な情報を得る こ と を可能と し 、 治療・ 療養生活の質の向上を図る 。  

行政、 職場、 医療機関及び関係団体が連携し 、 がん患者と その家族及びがん経験者が治
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療と 仕事を両立でき る よ う 支援する こ と で、 社会で自分ら し い生活を送れる よ う にする こ

と を目指すと と も に、 治療によ る 外見の変化等、 患者を 取り 巻く 様々な社会的課題に対し

て支援を講じ る こ と で、 がん患者やがん経験者のＱ Ｏ Ｌ の向上を図る 。  

小児・ Ａ Ｙ Ａ 世代、 壮年期、 高齢者など 、 特定のラ イ フ ス テージにおいて生じ る 課題の

解消を図り 、 誰一人取り 残さ ない支援を推進する 。  

 

( 3） 東京都循環器病対策推進計画（ 第一次改定）  

令和元年12月に施行と なっ た「 健康寿命の延伸等を 図る ための脳卒中、 心臓病その他の循環

器病に係る 対策に関する 基本法」 に基づき 、 都における 循環器病対策の総合的かつ計画的な推

進を図る ための基本的方向性を定める 計画 

計画期間： 令和６ 年度から 令和11年度ま での６ 年間 

脳卒中、 心臓病その他の循環器病は、 都民の主要な死亡原因である 。 こ う し た現状にかんが

み、 予防や医療及び福祉等に係る サービ ス の在り 方を含めた幅広い循環器病対策を 推進する こ

と を目的に計画を策定 
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３ 医療政策部事業関連統計 
 

医療資源の状況 

( 1） 医療施設数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「 令和５ 年医療施設調査・ 病院報告」 （ 厚生労働省）  

※については、 年間（ 令和５ 年） の数値 

 

( 2） 都内医療施設に従事する 小児科及び産科・ 産婦人科医師数等の推移（ 診療科は重複計上）  
 

 （ 単位： 人）  

 

 
 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     

   「 医師・ 歯科医師・ 薬剤師統計」 （ 厚生労働省）  

4,171 4,106 4,093 4,093 
4,012 

3,847 3,857 3,805 
3,725 

3,903 3,918 

4,008 

3,664 3,688 

3,888 

3,682

1,649 1,629 1,573 1,543 1,528 1,480 1,424 1,411 1,453 
1,559 1,598 1,638 

1,737 1,755 

1,870 

1,893

26,727 
28,463 29,136 29,648 

30,565 30,995 
32,698 

33,604 

35,616 
37,552 

39,116 

40,769 41,445 
42,497 

45,078 

45,562
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平成4
年

8年 12年 16年 20年 24年 28年 令和2
年

令和4
年

小児科
産科・産婦人科
医師総数

 

区分 
（ 実数）  率（ 人口10万対）  

全  国  東京都 全国 東京都 

病院数              （ か所）  8, 122 637 6. 5 4. 5 

病院病床数            （ 床）  1, 481, 183 125, 457 1, 191. 1 890. 7 

一般診療所数        （ か所）  104, 894 14, 894 84. 4 105. 7 

歯科診療所数        （ か所）  66, 818 10, 608 53. 7 75. 3 

一日平均外来患者数※  （ 人）  1, 233, 703 125, 413 992. 1 890. 3 

一日平均在院患者数※  （ 人）  1, 123, 654 92, 441 903. 6 656. 3 

病院の病床利用率※    （ ％）  75. 9 73. 7 − − 
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第２節 

１ がん医療対策 

都内の高齢化の進展に伴い、 がんの罹( り ) 患者数及び死亡者数はま すま す増加し ていく こ と が

見込ま れる 中、 がん患者のニーズの多様化を踏ま え、 よ り 一層がん対策を充実・ 強化し ていく 必

要がある こ と から 、 「 東京都がん対策推進計画（ 第三次改定） 」 を策定し 、 こ の計画に基づき、

誰一人取り 残さ ないがん対策を推進し 、 全ての都民と がんの克服を目指し 、 尊厳を持って安心し

て暮ら し ていく こ と ができ る よ う がん対策を推進し ている 。（ 令和６ 年３ 月策定、 計画期間： 令

和６ 年度から 令和11年度ま で）  

 

( 1） 東京都がん対策推進協議会（ 平成19年５ 月設置）  

令和６ 年３ 月に策定し た推進計画に基づき 、 総合的にがん対策を推進する ため、 学識経験者、

関係団体、 患者代表、 行政機関等によ り 構成する 協議会を 設置し 、 各種がん対策事業の進行管

理・ 評価等を行う （。 実施主体： 東京都）  

( 2） 高度ながん医療の総合的な展開 

ア  がん診療連携拠点病院事業（ 平成14年度事業開始）【 2050東京戦略】  

質の高いがん医療の提供と 地域のがん医療水準の向上を図る ための拠点である 、 がん診療

連携拠点病院（ 以下「 国拠点病院」 と いう 。 ） における 医療従事者の研修、 がん患者の相談

支援体制の充実、 がんに関する 情報提供等の取組を 進め、 都内のがん医療の水準の向上を図

る ため、 国拠点病院に対する 補助を行っている 。  

ま た、 国拠点病院機能の更なる 充実強化のため、 国拠点病院が行う 医師向け緩和ケア研修

会、 休日又は夜間における がん相談（ 平成21年度事業開始） 、 がん患者療養支援事業（ 平成

22年度事業開始） 及び地域がん診療連携推進事業（ 平成21年度事業開始） への補助等を行っ

ている 。（ 実施主体： 国拠点病院、 令和７ 年４ 月１ 日現在： 30か所（ 都道府県拠点２ か所、 地

域拠点28か所） ）  

イ  地域がん診療病院事業（ 平成27年度事業開始）  

国拠点病院のない二次保健医療圏のがん医療提供体制を確保する ため、 国拠点病院と のグ

ループ指定を受けた地域がん診療病院（ 以下「 診療病院」 と いう 。 ） が行う 、 医療従事者の

研修、 がん相談支援体制の充実、 がんに関する 情報提供等に対する 補助を行っている 。（ 実施

主体： 診療病院、 令和７ 年４ 月１ 日現在： １ か所）  

ウ  東京都がん診療連携拠点病院事業（ 平成20年度事業開始）【 2050東京戦略】  

都では、 国拠点病院と 同等の高度な診療機能を 持つ病院を 、 「 東京都認定がん診療病院」

と し て独自に認定し てき た。 平成27年４ 月から は、 名称を「 東京都がん診療連携拠点病院」

（ 以下「 都拠点病院」 と いう 。 ） に変更し 、 国拠点病院と と も に都民に対し 高度ながん医療

を 提供する 体制の充実を図っている 。 都拠点病院は、 高度ながん医療の提供のほか、 相談支
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援、 がんに関する 情報提供等を行っており 、 こ れら に対する 補助を実施し ている 。  

ま た、 都拠点病院機能の更なる 充実強化のため、 都拠点病院が行う 医師向け緩和ケア研修

会の実施への補助（ 平成22年度事業開始） を 行っている 。（ 実施主体： 都拠点病院、 令和７ 年

４ 月１ 日現在： ８ か所）  

エ 東京都がん診療連携協力病院（ 平成24年度事業開始）  

がんの発症部位ごと に、 拠点病院と 同等の高度な診療機能を有する 医療施設を 、 都独自に

「 東京都がん診療連携協力病院」（ 以下「 協力病院」 と いう 。 ）と し て指定し 、 国拠点病院、 診療

病院及び都拠点病院と と も に、 地域における がん医療を 提供する 体制の充実を図っ ている 。

（ 実施主体： 協力病院、 令和７ 年４ 月１ 日現在： 21か所）  

オ がん診療施設施設設備整備費補助（ 平成18年度事業開始）  

都内の国拠点病院、 診療病院、 都拠点病院、 協力病院及びがん診療を行う 公的病院に対し て、 良

質ながん医療の提供のための施設設備整備を行う 場合の補助を実施し ている 。（ 実施主体： 民

間医療機関）  

( 3） 患者及びその家族の苦痛・ 不安の軽減 

ア がん診療連携拠点病院事業、 地域がん診療病院事業、 東京都がん診療連携拠点病院事業【 再掲】  

国拠点病院、 診療病院及び都拠点病院において、 がん患者・ 家族等のための相談支援セン

タ ーを設置し 、 ま た、 セカン ド ・ オピ ニオンの提示が可能な医師の紹介を実施する など 、 が

ん患者・ 家族等への情報提供、 相談支援体制の充実を図っている 。  

イ  がんポータ ルサイ ト の運営（ 平成25年度事業開始）  

がん患者や都民等に対し 、 がんに関する 様々な情報を 分かり やすく 一元的に提供する ため、

「 東京都がんポータ ルサイ ト 」 を開設し ている 。（ 実施主体： 東京都）  

ウ  がん対策普及啓発事業（ 令和７ 年度事業開始）【 新規）【】【 2050東京戦略】  

がんに関する 正し い知識の普及を図る と と も に、 がん患者等の治療・ 療養生活の質の向上

を図る ため、 リ ーフ レ ッ ト や普及啓発動画によ り 情報提供を行う 。（ 実施主体： 東京都）  

エ 緩和ケ ア 推進事業（ 平成30年度事業開始）【 2050東京戦略】  

がんと 診断さ れた時から 在宅療養に至る ま で、 患者がど こ で療養し ていても 切れ目なく 適

切な緩和ケアが受けら れる 体制を 整備する ため、 拠点病院等も 含め、 地域で緩和ケアに携わ

る 医療従事者の育成及びがん患者が住み慣れた地域で緩和ケアを 受けら れる 体制の確保に取

り 組む（。 実施主体： 東京都（ 一部、 民間医療機関へ委託及び補助） ）  

オ がんピ ア・ サポータ ー養成研修事業（ 令和６ 年度事業開始） 【 2050東京戦略】  

      がん経験者によ る ピ ア・ サポータ ーを養成し 、 がん患者への相談支援を行う こ と によ り 、

療養生活の質の向上と 相談支援体制の充実を図る 。（ 実施主体： 東京都（ 委託実施） ）  

( 4） ラ イ フ ス テージに応じ たがん対策 

ア Ａ Ｙ Ａ 世代等がん患者支援事業（ 平成30年度事業開始）【 2050東京戦略】  
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Ａ Ｙ Ａ 世代がん相談情報セン タ ーを設置し 、 世代特有の悩みや相談を 受ける と と も に、 身

近な相談窓口を紹介する ほか、 患者サロ ン やピ アカウ ンセリ ン グ等を実施する こ と によ り 、

Ａ Ｙ Ａ 世代がん患者が適切な相談支援を 受けら れる よ う 、 必要な体制を 整備する （。 実施主

体： 東京都（ 医療機関に委託）、令和７ 年４ 月１ 日現在： ２ か所）  

イ  東京都小児・ Ａ Ｙ Ａ 世代がん診療連携推進事業（ 平成25年度事業開始）【 2050東京戦略】  

国が指定する ２ か所の小児がん拠点病院のほか、 都は、 小児がんの高度な診療体制を 有し

ている 医療機関を 「 東京都小児がん診療病院」 と し て認定し 、 小児がん患者に対し 、 速やか

に適切な医療を提供する 。  

ま た、 都における 小児・ Ａ Ｙ Ａ 世代がん医療水準向上のため、 都内の小児・ Ａ Ｙ Ａ 世代が

ん診療に携わる 医療機関によ る 診療連携・ 相互支援のためのネッ ト ワ ーク を 整備する 。（ 実施

主体： 東京都、 令和７ 年４ 月１ 日現在： 小児がん拠点病院２ か所、 東京都小児がん診療病院13か所）  

ウ  若年がん患者等生殖機能温存治療費助成事業（ 令和３ 年度事業開始）【 2050東京戦略】  

がん治療によ り 、 生殖機能が低下する 又は失う おそれがある 若年がん患者等に対し て、 将

来の妊娠に備え、 希望を 持っ てがん治療に取り 組める よ う 、 生殖機能温存に関する 意思決定

を 支援する と と も に、 生殖機能温存治療、 凍結組織の保存費用及びがん治療後の妊娠のため

の治療に要する 経費を助成する （。 実施主体： 東京都）  

エ 若年がん患者在宅療養支援事業（ 保健医療政策区市町村包括補助事業で実施）（ 令和６ 年

度事業開始）  

  若年がん患者の療養生活の充実を 図る た め、 介護保険制度の対象と なら ない40歳未満の

がん患者に対し 、 在宅サービ ス 等の費用を 助成する 区市町村を 支援する 。（ 実施主体： 区市

町村）  

オ アピ アラ ン ス ケア 支援事業（ 保健医療政策区市町村包括補助事業で実施）（ 令和５ 年度事

業開始）  

がんなど の疾病やその治療等に伴う 外見の変化に悩みを 抱えている 患者に対し 、 ウ ィ ッ グ

やエピ テーゼ（ 補正用人工物等） の購入やレ ン タ ル等にかかっ た費用を助成する 区市町村を

支援する 。（ 実施主体： 区市町村）  

カ がん患者の治療と 仕事の両立支援事業（ 平成30年度事業開始）【 2050東京戦略】  

がん患者の治療と 仕事の両立を 支援する ため、 就業継続等に必要な支援策の検討を進

める と と も に、 企業における 両立支援や早期離職防止に向けた取組を推進する 。（ 実施主体：

東京都）  

キ がん治療と 就労の両立に向けた支援事業（ 令和５ 年度事業開始）【 2050東京戦略】  

頭頸部がん患者のニーズ等を調査し 、 患者本位の医療技術の開発・ 提供や病院施設の

充実など 、 治療と 就労の両立を 多角的に支援する 体制モデルを 構築する 。（ 実施主体： 東

京都）  
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( 5） がん登録推進事業（ 平成22年度事業開始）  

都内医療機関の院内がん登録データ の収集・ 分析を 行い、 各医療機関のがん診療機能の比

較・ 検証を 行う こ と によ り 、 都における がん医療水準の向上を 図る ため、 「 院内がん登録室」

を 設置し ている 。 ※全国がん登録、 地域がん登録については69ページ参照（ 実施主体： 東京都）  

 

 

２ 地域医療対策 

都は、 都民の多様な保健医療需要に的確に応える ために、 区市町村の区域で設定さ れ、 住民に

身近で利用頻度の高い保健医療サービス を福祉サービス と 一体と なって総合的・ 継続的に提供し て

いく 上での最も 基礎的な圏域である 一次保健医療圏、 特殊な医療を 除く 一般の医療ニーズに対応

する ための区域で、 複数の区市町村から なる 13の二次保健医療圏及び都全域での対応が必要な保

健医療サービ ス を 確保する 圏域である 三次保健医療圏を 設定し 、 都民に重層的かつ総合的に保健

医療サービス を提供でき る 体制の構築に努めている 。  

 

( 1） 糖尿病医療連携推進事業（ 平成20年度事業開始）  

東京都全域を視野に、 地域における 糖尿病の専門治療の機能を担う 医療機関の設定、 合併症予

防等の取組及び地域の医療連携体制の確保など を 行う ため、 「 東京都糖尿病医療連携協議会」

を設置し ている 。  

ま た、 各二次保健医療圏に圏域別検討会を設置し 、 各地域において糖尿病に関する 医療連携の

取組を進めている 。（ 実施主体： 東京都（ 協議会） 及び島し ょ を除く 12圏域（ 検討会） ）  

( 2） 在宅療養普及事業（ 平成22年度事業開始）【 2050東京戦略】  

急速な高齢化の進展や都民のニーズ、 医療制度の変化に対応し 、 限ら れた医療資源を有効に活

用し ながら 、 都民が身近な場所で安心し て適切に在宅療養を 行う こ と ができ る 仕組みを 構築す

る ため、 「 東京都在宅療養推進会議」 において全都的な取組が必要な事項について検討し 、 都

内全域で地域の実情に応じ た在宅療養の推進を図る 。  

ま た、 区市町村及び地区医師会の事業展開を支援し 、 その実態を踏ま えた都の施策構築を図る

ため、 「 地区医師会・ 区市町村連絡会」 を開催する 。  

あわせて、 東京都退院支援マニュ アルの活用を促進し 、 入院医療機関における 退院支援強化を

図る 。（ 実施主体： 東京都）  

( 3） 在宅療養環境整備支援事業（ 保健医療政策区市町村包括補助事業にて実施）（ 平成19年度事業開

始）  

地域における 在宅医療・ 介護連携の推進に向け、 区市町村が実施する 地域の実情に応じ た取組

を支援する 。（ 実施主体： 区市町村）  

( 4） 在宅人工呼吸器使用者療養支援事業（ 保健医療政策区市町村包括補助事業にて実施）（ 平成25

年度事業開始）  
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電力供給の停止がそのま ま 生命の危険に直結する おそれのある 、 在宅人工呼吸器使用者が停電

時等に必要と する 物品の確保について支援し 、 在宅療養における 安全・ 安心を 確保する 。（ 対象

物品： 人工呼吸器に装着する 無停電電源装置、 自家発電装置、 充電式の吸引器、 蓄電池、 実施

主体： 区市町村）  

( 5） 区市町村在宅療養推進事業（ 平成27年度事業開始）  

地域における 在宅療養体制の構築を 図る ため、 区市町村が実施する 以下の取組を 支援する 。

（ 実施主体： 区市町村）  

ア 在宅医療と 介護の提供体制の充実に向けた先駆的な取組 

イ  切れ目のない在宅医療提供体制の構築や医療・ 介護関係者等への情報共有等の取組 

ウ  小児等在宅医療の提供体制の整備（ 小児等在宅医療推進事業）  

エ 在宅療養患者家族を支援する ための取組 

( 6） 東京都多職種連携ネッ ト ワ ーク 事業（ 令和元年度事業開始）【 2050東京戦略】  

各地域で運用さ れている 多職種連携シス テムの違いにかかわら ず円滑に患者情報にアク セス で

き る ポータ ルサイ ト を構築し 、 地域の医療・ 介護関係者の情報共有を充実する と と も に、 病院と

地域の情報共有、 病院間の連携にも 活用する など、 広域的な連携を促進する 。（ 実施主体： 東京都）  

( 7） 入退院時連携強化事業（ 平成30年度事業開始）【 2050東京戦略】  

医療機関における 入退院支援に取り 組む人材を 育成・ 確保する と と も に、 入退院時における

地域と の連携を一層強化し 、 在宅療養生活への円滑な移行を促進する 。  

ア 入退院時連携強化研修 

入退院時における 入院医療機関と 地域の医療・ 介護関係者の連携・ 情報共有の一層の強化

を 図る ため、 医療・ 介護関係者を 対象と し た研修を 実施する （。 実施主体： 東京都（ 公益社団

法人東京都看護協会に委託） ）  

イ  入退院時連携支援事業 

入退院支援に取り 組む人材の配置に伴う 人件費の一部を 補助する こ と で、 医療機関におけ

る 入退院支援体制の充実を 図る と と も に、 病院と 地域の医療・ 介護関係者の連携を 支援する 。

（ 実施主体： 200床未満の都内病院（ ただし 、 入退院支援加算１ を 取得し ている 病院、 精神

病床のみの病院等を除く 。 ） ）  

( 8） 在宅療養研修事業（ 平成26年度事業開始）【 2050東京戦略】  

医療・ 介護に関係する 多職種が一堂に会し 、 各地域で連携し て在宅療養患者を支える 体制を整

備する ために必要な方策について検討を 行う ほか、 地域において、 在宅療養推進の中心的な役

割を担う 「 在宅療養地域リ ーダー」 の養成や、 病院ス タ ッ フ の在宅療養に関する 理解促進のた

めの研修、 地域の診療所等と 病院の相互研修を 実施する こ と で、 病院から 在宅療養生活への円

滑な移行を 促進する と と も に、 医療・ 介護関係者や行政職員等向けのシン ポジウ ム を 開催し 、

在宅療養に関する 知識付与や課題の共有、 相互理解を 図る 。（ 実施主体： 東京都（ 公益社団法人
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東京都医師会に委託） ）  

( 9） 在宅医療参入促進事業（ 平成30年度事業開始）【 2050東京戦略】  

今後の在宅医療等の需要増を踏ま え、 訪問診療等を実施し ていない診療所医師等を対象に在宅

医療に関する 理解の促進を 図る ためのセミ ナーを 開催する と と も に、 在宅医の訪問診療に同行

し て、 実際の現場を 体験でき る 同行研修を 実施し 、 在宅医療への参入を 促進する 。（ 実施主体：

東京都）  

( 10） Ａ Ｃ Ｐ 推進事業（ 令和２ 年度事業開始）【 2050東京戦略】  

都民が希望する 医療・ ケアを受ける こ と ができ る よ う 、 Ａ Ｃ Ｐ （ アド バンス ・ ケア・ プラ ンニ

ン グ） について、 医療・ 介護関係者に対する 実践力の向上のための研修等を 実施する と と も に、

小冊子「 わたし の思い手帳」 を都民に配布し 、 住み慣れた暮ら し の場における 看取り 支援の充

実を図る 。（ 実施主体： 東京都）  

( 11） 都民の「 生き る 」 を 最後ま で支える 、 医療・ 介護職のＡ Ｃ Ｐ 実践力の育成（ 令和７ 年度事業

開始）【 新規）【】【 2050東京戦略】  

医療・ 介護職を 対象に、 Ａ Ｃ Ｐ の実践に必要な情報を 集約し たＷｅ ｂ サイ ト を 構築する と と

も に、 専門職が協働学習を 行う 機会を 設ける こ と によ り 、 医療・ 介護職のＡ Ｃ Ｐ 実践力の育成

基盤を整備する 。（ 実施主体： 東京都）  

( 12） 小児等在宅医療推進研修事業（ 平成30年度事業開始）  

地域の在宅医等向けに小児在宅医療に関する 研修を実施する こ と で、 小児等の在宅医療を担う

人材の育成・ 確保を図る 。（ 実施主体： 東京都（ 委託実施） ）  

( 13） 在宅医療推進強化事業（ 令和５ 年度事業開始）【 2050東京戦略】  

往診医療機関の活用などによ り 、 地域において、 24時間診療体制の構築を図る 地区医師会の取

組を支援する 。（ 実施主体： 東京都）  

ま た、 オン ラ イ ン を 活用し た在宅医等の診療支援を 行う 病院の取組等を 支援する 。（ 実施主

体： 東京都）  

( 14)  在宅医療現場における ハラ ス メ ント 対策事業（ 令和６ 年度事業開始）  

医療従事者が安心し て在宅医療に従事でき る 環境を整備する ため、 在宅医療の現場で医療従事

者が患者やその家族から 受ける ハラ ス メ ン ト 対策と し て相談窓口の設置や法律相談、 研修等を実

施する 。（ 実施主体： 東京都（ 委託実施） ）  

ま た、 セキュ リ ティ 確保に必要な防犯機器の初度整備に係る 経費を補助する 。（ 実施主体： 民間

医療機関）  

( 15)  災害時在宅医療提供体制強化事業（ 令和７ 年度事業開始）【 新規）【】【 2050東京戦略】  

災害発生時にも 在宅療養患者への医療提供体制を継続し て確保でき る よ う 、 訪問診療を行う 医

療機関等の災害対応力強化に向けたセミ ナーを実施する と と も に、 関係機関と の連携など によ り

地域全体での在宅医療における 災害対応体制の構築に取り 組む区市町村を 支援する 。（ 実施主体：
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東京都（ 委託実施） ）  

( 16） 地域医療構想推進事業（ 転換促進、 開設準備経費支援）（ 平成28年度事業開始）【 2050東京戦略】  

病床機能の分化及び連携を促進する ため、 病床の整備や病床機能の転換を検討し ている 医療機

関に対し 、 経営分析、 転換計画の立案等を 医療経営の専門家が支援する 。（ 実施主体： 東京都

（ 委託実施） ）  

ま た、 病床の整備や病床機能の転換を行う 医療機関に対し 、 開設準備や人員体制の確保に対す

る 経費の一部を補助する 。（ 実施主体： 民間医療機関）  

( 17） リ ハビ リ テーショ ン対策 

身体に機能障害があり 、 リ ハビリ テーショ ン医療を専門的に行う 必要のある 患者に対し 、 適切

な医療を行う こ と ができ る よ う リ ハビリ テーショ ン医療体制の充実に努めている 。  

ア 東京都リ ハビリ テーショ ン病院の管理運営（ 平成２ 年５ 月一次開設、 平成３ 年５ 月全面開設）  

リ ハビ リ テーショ ン 医療提供体制の中核と なる 東京都リ ハビ リ テーショ ン 病院を 墨田区の

白鬚東地区防災拠点内に設置し 、 運営し ている 。（ 実施主体： 東京都（ 公益社団法人東京都医

師会を指定管理者と し て指定） ）  

イ  地域リ ハビリ テーショ ン支援事業（ 平成13年度事業開始）  

二次保健医療圏ごと に指定し た地域リ ハビ リ テーショ ン 支援セン タ ーが、 理学療法士等を

対象と し た症例発表会等を 開催する ほか、 地域リ ハビ リ テーショ ン にかかわる 関係者へのリ

ハビ リ テーショ ン に関する 研修や地域住民に対する 普及啓発等を 実施し ている 。 ま た、 東京

都基幹リ ハビ リ テーショ ン 支援セン タ ーにおいて、 地域リ ハビ リ テーショ ン 支援セン タ ーに

対し 、 専門的立場から の連携体制の構築や専門性の高い研修を 実施し ている 。（ 実施主体： 東

京都（ 医療機関に委託） 、 実績： 地域リ ハビ リ テーショ ン 支援センタ ー12か所、 東京都基幹

リ ハビリ テーショ ン支援センタ ー1か所）  

( 18） 病床機能再編支援事業（ 令和３ 年度事業開始）  

地域の実情に応じ た質の高い効率的な医療提供体制の構築に向け、 地域医療構想に即し た病床

機能の再編を行う 医療機関を支援する 。（ 実施主体： 東京都）  

  ( 19） 医療機関デジタ ル化推進サポート 事業（ 令和５ 年度事業開始）【 2050東京戦略】  

医療機関における デジタ ル技術導入等に係る 情報の周知を 図る ためのセミ ナーを開催する と

と も に、 導入準備のポイ ン ト 等を 相談でき る 窓口の設置、 出張講習会の実施に加え、 医療関係

団体や患者等で構成する 医療Ｄ Ｘ 推進協議会を設置する 。（ 実施主体： 東京都）  

( 20)  医療機関等物価高騰緊急対策事業（ 令和６ 年度事業開始）  

         物価高騰に直面する 医療機関等の負担軽減に向けた緊急対策と し て、 支援金を支給する 。  

（ 実施主体： 東京都）  

（ 21） 地域医療確保緊急支援事業（ 令和７ 年度事業開始）【 新規）【】【 2050東京戦略】  

     都民を支える 地域医療を確保する ため、 都内民間病院等に対し て緊急的・ 臨時的支援を実施 
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する と と も に、 高齢者等の患者受入体制確保に向けた支援を行う 。  

ア 地域医療確保に係る 緊急・ 臨時支援事業（ 実施主体： 東京都）  

緊急的かつ臨時的な対応と し て、 都内民間病院に対し 、 地域差によ る 都内の物価を 考慮し

た支援金を交付する 。  

イ  高齢者受入体制確保事業（ 実施主体： 東京都（ 公益社団法人東京都医師会に委託） ）  

  高齢者受入れのために病床を確保し た病院に対し 、 病床確保料を支払う 。  

ウ  小児・ 産科・ 救急医療受入推進事業（ 実施主体： 医療機関）  

小児・ 産科・ 救急医療において患者の受入れを 推進する ための体制を確保する 病院に補助

金を交付する 。  

  （ 22） 地域医療に関する 調査（ 令和７ 年度事業開始）【 新規）【】【 2050東京戦略】  

     東京の地域特性を踏ま えた持続可能な地域医療の確保に向け、 患者の受療動向や病院経営等 

に関する 調査・ 分析を行う 。（ 実施主体： 東京都（ 委託実施） ）  

( 23） 認知症医療の実態調査（ 令和７ 年度事業開始）【 新規）【】【 2050東京戦略】  

都内の認知症医療の実態を 把握する ため、 介護事業者や医療機関等へ調査を 実施する 。（ 実施

主体： 東京都（ 委託実施） ）  

 

３ 都民の視点に立った医療情報の提供 

都民が適切に医療サービ ス を 選択でき る よ う 、 東京都では医療機関に関する 情報を 分かり やす

く 提供する と と も に、 医療情報に関する 都民の理解を促進する ための取組を行っている 。  

 

( 1） 都民の医療に対する 理解と 参画推進事業（ 平成21年度事業開始）  

都民（ 患者・ 家族） が医療に関する 情報を正し く 理解し 、 適切な受診行動をと れる よ う 、 「 知

っ て安心暮ら し の中の医療情報ナビ 」 （ 冊子版・ Ｗｅ ｂ 版、 平成18年度から 作成） の配布、 都

民の理解促進を 進める 人材の養成、 対話集会・ 公開講座など によ り 医療に関する 理解促進を 図

る と と も に、 都民と 医療従事者と の相互理解に資する 取組を 進める 。（ 実施主体： 東京都、 対話

集会・ 公開講座は公益社団法人東京都医師会に委託）  

( 2） 保健医療情報の提供 

ア 東京都保健医療情報センタ ー( 平成３ 年３ 月仮開設、 平成５ 年５ 月東京都健康プラ ザハイ ジ

アに移転し 本格開設)  

高齢化の進展や疾病構造の変化等に伴っ て増大し ている 保健医療情報への需要に対応する

ための総合窓口と し て、 保健・ 医療・ 福祉に関する 相談対応や医療機関等の情報提供を行って

いる 。（ 実施主体： 東京都（ ( ｱ) 、 ( ｲ) 及び( ｳ) は公益財団法人東京都福祉保健財団に委託） ）  

( ｱ） 保健医療福祉相談（ 医療機関案内も 含む。 ）  

都民から の医療等に関する 相談や問合せに専門相談員が対応し ている 。  
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( ｲ） 音声自動応答シス テム又はオペレ ータ ーによ る 夜間休日医療機関案内 

保健医療情報センタ ーへの電話によ る 医療機関案内の問合せに対し て、 コ ン ピ ュ ータ に

よ る 自動応答又はオペレ ータ ーが対応し 、 案内を行っている 。 さ ら に、 聴覚障害者向けの

フ ァ ク シミ リ によ る 情報提供を併せて実施し ている 。  

( ｳ） 外国語によ る 医療情報サービス  

外国語で診療でき る 医療機関や、 日本の医療制度等について、 相談員が５ か国語に対応し 案

内を行っている （。 英語・ 中国語・ 韓国語・ タ イ 語・ ス ペイ ン語）  

( ｴ） 保健衛生に係る 連絡通報受理業務 

保健所の閉庁時間帯における 都民等から の情報の受付及び処理並びに感染症発生時や精

神科夜間休日救急診療等に係る 関係機関への連絡通報受理の業務を実施し ている （ 特別区、

八王子市及び町田市については、 各区市と の契約に基づいて行っている 。 ）。  

( ｵ） 精神科救急医療情報センタ ー（ 平成14年９ 月から 保健医療情報センタ ー内に設置）  

夜間休日に発生する 精神科急性期医療において、 症状に応じ た医療を速やかに受けら れ

る よ う 、 精神科救急初期・ 二次医療のコ ーディ ネート を担っている 。  

 

東京都保健医療情報センタ ーの相談事業実績等 

番号 種 別 対応時間等 実績（ 件）  

1 
保健医療福祉相談事業（ 医療機

関案内も 含む。 ）  

平 日: 午前９ 時から 午後８ 時ま で 47, 181 

2 

音声自動応答シス テム又はオ

ペレ ータ ーによ る 夜間休日医

療機関案内 

音声自動応答シス テム 

毎日: 24時間 

オペレ ータ ーによ る 夜間休日医療機

関案内 

平 日： 午後８ 時から 翌日午前９ 時ま で 

土休日： 24時間 

音声自動応答シス テム

17, 167 

夜間休日医療機関案内

60, 320 

 

 

     

3 外国語によ る 医療情報サービス  毎 日: 午前９ 時から 午後８ 時ま で 14, 332 

4 連絡通報受理業務 
平 日： 午後５ 時から 翌日午前９ 時ま で 

土休日： 午前９ 時から 翌日午前９ 時ま で 

4, 842 

5 精神科救急医療情報センタ ー 
平  日： 午後５ 時から 翌日午前９ 時ま で

土休日： 午前９ 時から 翌日午前９ 時ま で 

6, 773 

 

イ  イ ンタ ーネッ ト によ る 医療機関情報の提供（ 令和６ 年４ 月運用開始）  

全国統一的な情報提供シス テム 「 医療情報ネッ ト （ ナビ イ ） 」 で、 医療機関の検索サービ

ス を提供し ている 。 （ 日本語・ 英語・ 中国語・ 韓国語） （ 実施主体： 厚生労働省及び東京都）  

ウ  東京都こ ども 医療ガイ ド シス テム（ 平成15年10月運用開始）  

保護者向けに子供の病気や怪我など の緊急時対応の参考と し ても ら う ため、 イ ン タ ーネッ

ト 等を通じ て、 親し みやすく 信頼性の高い医療情報及び子育て情報を 提供し ている 。（ 実施主
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体： 東京都、 実績：  425, 905件（ ト ッ プページアク セス 数） ）  

エ 外国人旅行者等への医療情報提供体制整備（ 平成27年度事業開始）【 2050東京戦略】  

 ( ｱ） 外国人患者受入体制整備補助（ 平成29年度事業開始）  

医療機関の案内表示や資料の多言語化等に係る 費用について補助を行う 。（ 実施主体： 医

療機関（ 国、 都、 独立行政法人等を除く 。 ） ）  

( ｲ） 外国人患者対応支援研修（ 平成28年度事業開始）  

医療機関における 外国人患者の受入体制の整備を支援する ため、 医療制度・ 文化・ 慣習

の違いや、 外国人患者への対応方法等を学ぶ研修を実施する 。（ 実施主体： 東京都）  

( ｳ） 救急通訳サービ ス （ 医療機関向け）  

救急で来院し た患者が、 日本語が不自由なため診療に支障を来すよ う な場合に、 電話及

び映像によ る 通訳を行っ ている 。（ 英語・ 中国語・ 韓国語・ タ イ 語・ ス ペイ ン 語・ フ ラ

ンス 語・ ベト ナム語・ ネパール語・ タ ガロ グ語）（ 実施主体： 東京都（ 委託実施） 、 実

績： 404件）  

区分 対応時間 

英語・ 中国語 通年24時間 

韓国語・ タ イ 語 

ス ペイ ン語・ フラ ンス 語 

ベト ナム語・ ネパール語・

タ ガロ グ語 

平日午後５ 時か ら 午後８ 時 

土休日午前９ 時から 午後８ 時 

 

( ｴ） 外国人患者への医療等に関する 協議会等（ 保健医療政策区市町村包括補助事業にて一部

実施）（ 平成30年度事業開始）  

外国人患者が症状に応じ て安心し て医療機関を受診でき る よ う 、 医療機関や関係団体、

観光・ 宿泊施設等によ る 協議会を設置し 、 医療機関間及び関係機関と の連携強化を図り 、

外国人への医療提供に係る 取組を促進する 。  

ま た、 地域の実情に応じ た外国人患者の受入れ環境を 整備する 取組の支援を進める と と

も に、 宿泊施設等向けに対応マニュ アルを配布し 、 症状に応じ て、 ス タ ッ フ が患者を適切

な医療機関に受診さ せら れる よ う 支援する 。（ 実施主体： 東京都）  

     ( ｵ） 外国人向けポータ ルサイ ト の運営（ 令和６ 年度事業開始）  

外国人旅行者に加え、 今後も 増加が見込ま れる 在留外国人に対応する ため、 外国人向け

のポータ ルサイ ト 「 外国人のためのＴ Ｏ Ｋ Ｙ Ｏ 医療情報サイ ト 」 によ り 、 医療機関の探し

方や日本の医療制度などの情報を提供し ている 。（ 実施主体： 東京都）  
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４ 歯科保健医療対策 

東京都歯科保健推進計画「 いい歯東京」 に基づき 、 歯科口腔保健の推進に向けた取組を実施す

る と と も に、 区市町村における 歯科口腔保健の取組など を支援する 。  

ま た、 「 東京都立心身障害者口腔保健センタ ー」 を設置し 、 地域の医療機関では対応が困難な

心身障害児( 者) の歯科診療等を行っている 。  

 ( 1） 普及啓発・ 基盤整備 

ア 歯科保健意識の向上 

都民の歯と 口腔の健康づく り と 、 それによ っ ても たら さ れる 生活の質の向上や、 8020（ 80

歳になっ ても 20本以上の歯を 保つ） の達成を 目指し て、 区市町村、 関係団体と 連携を 図り な

がら 、 8020運動推進特別事業や歯科口腔保健推進事業等によ り 、 都民への普及啓発等を 推進

する 。（ 実施主体： 東京都（ 公益社団法人東京都歯科医師会に一部委託） ）  

イ  保健所歯科保健推進事業（ 歯科保健普及対策）（ 平成９ 年度事業開始）  

都保健所において、 専門機関と し ての立場から 、 市町村の事業を 支援する と と も に、 管内

の保健医療情報の提供等によ り 、 地域における 歯と 口腔の健康づく り の推進を 図っ ている 。

（ 実施主体： 東京都）  

ウ  青年期歯科口腔保健推進事業（ 令和６ 年度事業開始）【 2050東京戦略】  

う 蝕や歯周病の罹患リ ス ク が高ま る 傾向にある 青年期世代の都民に対し て、 日常的な口腔

ケアや定期的な歯科受診の重要性に関する 理解促進を 図る 動画を作成し 、 Ｓ Ｎ Ｓ やイ ン フ ル

エン サー等を 介し て広く 発信する こ と で、 歯科口腔保健の意識の向上や、 行動の変容を 促す。

（ 実施主体： 東京都）  

エ 歯科健康診査受診促進事業（ 保健医療政策区市町村包括補助事業にて実施）（ 令和６ 年度事

業開始）【 2050東京戦略】  

区市町村が実施する 成人歯科健診（ 法定健診を 除く ） の受診促進に向けた取組を 支援する

こ と で、 受診率の向上や地域間格差等の解消を図る 。（ 実施主体： 区市町村）  

オ 周術期口腔ケア推進事業（ 平成28年度事業開始）  

周術期における 口腔ケアの重要性に鑑み、 がん患者等の治療の苦痛を 軽減し 、 患者のＱ Ｏ

Ｌ を 高める ため、 専門的知識・ 技術を 持つ歯科医療従事者の育成や、 地域における 医科歯科

連携の推進及び都民への普及啓発を 行う 。（ 実施主体： 東京都（ 公益社団法人東京都歯科医師

会に委託） ）  

カ 在宅歯科医療推進事業（ 平成28年度事業開始）  

在宅療養患者の口腔機能の維持、 向上を 図る ため、 歯科医療機関や介護支援専門員など の

在宅療養を 支える 多職種に対し 、 在宅療養における 歯科支援の大切さ の啓発や歯科的知識の

理解促進のための取組を実施する 。（ 実施主体： 東京都（ 公益社団法人東京都歯科医師会に委
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託） ）  

キ 在宅歯科医療設備整備事業（ 平成21年度事業開始）  

主に高齢者・ 寝たき り 者等に対する 在宅歯科医療の普及向上に資する ため、 在宅歯科医療

を 実施する 医療機関に対し 在宅歯科医療機器等の設備を 整備し 、 安全で安心な質の高い歯科

医療提供体制の充実を 図る 。（ 実施主体： 民間医療機関、 実績： 57か所）  

ク  災害時歯科保健医療対策体制強化事業（ 令和７ 年度事業開始）【 新規【】【 2050東京戦略】  

避難生活等に係る 都民の歯と 口の健康を維持し 、 二次的な健康被害の発生を防ぐ ため、 区市町

村における 災害時の歯科保健医療活動の体制整備に関する 取組を促進する 。（ 実施主体： 東京都）  

 
 ( 2） 障害者等歯科保健対策 

ア 保健所歯科保健推進事業（ 障害者等歯科保健推進対策）（ 平成９ 年度事業開始)  

都保健所において、 障害者施設の入・ 通所者及び在宅障害者等のう ち、 障害の程度が特に

高い者など に対し て、 歯科相談、 歯科保健指導、 支援等を行う 。  

ま た、 地域の摂食嚥下機能支援の取組を 推進する ため、 関係する 諸機関と の協議の場を 設

置する 。（ 実施主体： 東京都）  

保健所歯科保健推進事業（ 障害者等歯科保健推進対策） 実績 

摂食・ 嚥下機能支援 

基盤整備 
歯科健康管理支援 歯科保健医療推進基盤整備 

会議・ 連絡会 施設対象 会議等 
絵カード 等 

普及 

実施回数 関係機関数 実施施設数 実施回数 実施回数 関係機関数 実施回数 参加機関数 

１ 回 19か所 ３ か所 ３ 回 １ 回 19か所 １ 回 １ か所 

講習会等実績： 施設職員等対象９ 回 408人 

 

イ  心身障害児施設歯科診療事業運営費補助（ 昭和52年度事業開始）  

心身障害児施設の入所児及び通園児並びに地域の心身障害児（ 者） の歯科診療体制の確保

を 図る ため、 心身障害児入所施設及び通園施設における 歯科診療の運営事業に対し 補助を 行

っている 。（ 実施主体： 心身障害児施設、 実績： ６ か所）  

ウ  東京都立心身障害者口腔保健センタ ー（ 昭和59年６ 月１ 日開設）  

心身障害者の口腔保健の向上を 図る ために、 予防、 治療、 歯科保健医療従事者等に対する

教育研修・ 情報提供等を行う 施設と し て設置し ている 。（ 実施主体： 東京都（ 公益社団法人東

京都歯科医師会を指定管理者と し て指定） 、実績： 患者数14, 538人、 研修受講者2, 017人）  

エ 障害者歯科医療設備整備補助事業（ 令和６ 年度事業開始）【 2050東京戦略】  

      障 害者が障害の状態等によ り 、 地域の歯科診療所での治療等が困難な場合に適切な歯科医

療を 受ける こ と ができ る よ う 、 障害者を対象と し た全身麻酔や鎮静等の全身管理下で歯科医

療を 実施する 医療機関に対し て、 必要と なる 医療機器の整備に係る 経費を補助する こ と によ

り 、 障害者歯科医療提供体制の充実を図る 。（ 実施主体： 医療機関、 実績： ５ か所）  
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５ 医療施設に対する支援事業 

公立病院に対する 運営事業費等の補助や民間医療機関に対する 施設・ 設備の整備費補助を 行

い、 医療施設の整備等を支援し 、 都民の医療の確保と 向上を図る 。  

( 1） 公立病院に対する 補助 

ア 市町村公立病院整備事業費償還補助（ 平成９ 年度事業開始）  

多摩及び島し ょ 地区における 市町村公立病院の整備事業費の起債償還に対し て助成を 行う

こ と によ り 、 医療機能の整備を 促進し 、 地域医療の確保と 向上を 図る 。（ 実施主体： 市町村及

び一部事務組合、 実績： ８ か所）  

イ  市町村公立病院運営事業補助（ 昭和49年度事業開始）  

多摩及び島し ょ 地区における 市町村公立病院に対し て、 その運営に要する 経費を 補助する

こ と によ り 、 病院の財政健全化を促進し 、 地域医療の確保と 向上を 図る 。（ 実施主体： 市町村

及び一部事務組合、 実績： ９ か所）  

ウ  台東区立病院整備事業費償還補助（ 平成19年度事業開始）  

台東区が旧都立台東病院を 継承し て設置し ている 医療施設の整備事業費の起債償還に対し

て助成を 行う こ と によ り 、 地域に不足する 医療の整備を 促し 、 地域医療の確保と 向上を 図る 。

（ 実施主体： 台東区）  

( 2） 民間医療機関に対する 補助 

ア 医療施設近代化施設整備費補助事業（ 平成５ 年度事業開始）【 2050東京戦略】  

医療資源の効率的な再編及び地域医療の確保に配慮し つつ、 病院における 患者の療養環境、

医療従事者の職場環境及び衛生環境の改善を 進める と と も に、 へき 地や都市部の診療所の円

滑な承継のための整備を促進する ため、 施設整備費等の補助を 行い、 医療施設の経営の確保

を 図る 。（ 実施主体： 民間医療機関）  

イ  地域医療構想推進事業（ 施設設備整備）（ 平成28年度事業開始）【 2050東京戦略】  

病床機能の分化及び連携を 促進する ため、 病床の整備や病床機能の転換を 行う 医療機関に

対し 、 改修・ 改築等の施設・ 設備整備に要する 経費の一部を 補助する 。（ 実施主体： 民間医療

機関） ま た、 医療機能の強化に取り 組む地域医療を支える 医療機関に対し 、 必要な施設・ 設

備整備に要する 経費の一部を 補助する 。  

ウ  地球温暖化対策施設整備補助事業（ 平成22年度事業開始）  

医療機関の太陽光発電パネル及び高効率熱源機器等の設置工事等に要する 経費を 補助する

こ と によ り 、 温室効果ガス 削減の取組を促進する 。（ 実施主体： 民間医療機関）  

( 3） 外国人未払医療費補てん事業（ 平成６ 年度事業開始）  

外国人を診療し た都内の医療機関（ 都立を 除く 。） が、 その医療費の全部又は一部を収入する

こ と ができ ない場合、 当該未収分の一部を 東京都が補てんする こ と によ り 、 医療機関の負担の
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軽減を図る と と も に、 外国人の不慮の傷病に対する 緊急的な医療の確保を 図っ ている 。（ 本事業

は、 国が外国人未払医療費補てんに関する 施策を 講ずる ま での暫定事業と し て実施） （ 実施主

体： 東京都（ 支払業務は公益財団法人東京都福祉保健財団に委託） 、 実績： 75人）  

( 4） 東京都地域医療連携シス テムデジタ ル環境整備推進事業（ 平成26年度事業開始）  

地域の医療機関間でデジタ ル技術を活用し た医療情報の共有化を 図る ために必要な経費の一

部を補助し 、 地域医療を担う 医療機関間の切れ目のない継続し た連携を図る 。 

ま た、 東京都脳卒中急性期医療機関又はCCUネッ ト ワ ーク 参画医療機関を対象に、 医療情報共

有ツ ールの導入を 支援し 、 脳卒中患者や心臓循環器患者に対する 専門的治療の実施を 促進する 。

（ 実施主体： 民間医療機関）  

( 5） 医療機関診療情報デジタ ル推進事業（ 令和２ 年度事業開始）【 2050東京戦略】  

病院及び医科診療所の電子カルテシス テム の整備を 支援する と と も に、 地域医療連携ネッ ト

ワ ーク への参画を 進める こ と によ り 、 電子カルテシス テム を 活用し た効果的な医療情報の共有

等を促進する 。 （ 実施主体： 民間医療機関）  

( 6） オンラ イ ン医療相談・ 診療等環境整備補助事業（ 令和２ 年度事業開始）【 2050東京戦略】  

医療機関がオン ラ イ ン 医療相談、 オン ラ イ ン 受診勧奨及びオン ラ イ ン 診療を 行う ための専用

の情報通信機器等の初期導入経費を 補助する こ と によ り 、 かかり つけ医等によ る オン ラ イ ン 診

療等のための環境整備を図る 。（ 実施主体： 民間医療機関）  

( 7） 医療機関診療情報デジタ ル導入支援事業（ 令和５ 年度事業開始）【 2050東京戦略】  

病院及び医科診療所を 対象に、 コ ンサルタ ン ト の活用等に係る 費用を 補助する こ と によ り 、

電子カルテシス テム導入を支援する 。 （ 実施主体： 民間医療機関）  

( 8） 医療機関における Ａ Ｉ 技術活用促進事業（ 令和６ 年度事業開始）【 2050東京戦略】  

中小病院及び有床診療所を 対象に、 Ａ Ｉ 問診や音声自動入力等の医療機関の「 働き 方改革」

等に資する Ａ Ｉ 技術活用の取組を 支援する こ と によ り 、 医療従事者の負担軽減等、 勤務環境の

整備を図る 。 （ 実施主体： 民間医療機関）  

( 9） 医療機関診療情報サイ バーセキュ リ ティ 対策支援事業（ 令和６ 年度事業開始）【 2050東京戦略】  

バッ ク アッ プサーバーの整備等、 病院及び医科診療所を 対象に、 サイ バーセキュ リ ティ 対策

強化に係る 経費を 支援する こ と で、 医療機関のデジタ ル化の促進及び安定的な医療提供体制の

確保を図る 。（ 実施主体： 民間医療機関）  

( 10） 医療機関における 電子処方箋の活用・ 普及の促進事業（ 令和５ 年度事業開始）【 2050東京戦略】  

電子処方箋や、 リ フ ィ ル処方箋等の電子処方箋新機能を 導入する 医療機関に対し 、 導入に要

する 費用を 補助する こ と によ り 、 都内医療機関における 電子処方箋の活用・ 普及の促進を 図る 。  

（ 11） 医療Ｄ Ｘ 人材育成支援事業（ 令和７ 年度事業開始）【 新規）【】【 2050東京戦略】  

病院及び医科診療所を対象に、 医療機関職員のＩ Ｔ 資格取得に係る 経費等を 支援する こ と に

よ り 、 電子カルテの操作等、 医療Ｄ Ｘ に関する 知識・ 技能等を持つ人材の育成を図る 。（ 実施主
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体： 民間医療機関）  

 

 

６ 救急医療体制の充実 

不慮の事故や急病にかかっ た場合、 いつでも 、 ど こ でも 、 誰でも 、 症状に応じ て適切な医療

が受けら れる よ う 、 区市町村は入院を 必要と し ない軽症の救急患者に対する 初期救急医療、 東

京都は入院を 要する 中等症や重症の患者に対応する 二次救急医療及び生命危機を 伴う 重篤患者

に対する 三次救急医療と いう 役割の下に、 救急医療体制の体系的整備と 連携に取り 組んでいる 。  

( 1） 救急医療事業 

ア 初期救急医療（ 保健医療政策区市町村包括補助事業にて実施）  

区市町村が行う 休日夜間急患セン タ ーや在宅当番医制度等の初期救急医療体制の整備に対

し て支援を 行っ ている 。  

イ  二次救急医療 

( ｱ） 休日・ 全夜間診療事業（ 平成11年度事業開始）  

入院治療を必要と する 救急患者（ 内科系、 外科系） に365日24時間対応する ため、 休日及

び夜間の救急入院が可能な病床を確保し ている 。  

( ｲ） 救急医療の東京ルール（ 平成21年度事業開始）  

搬送先選定困難な救急患者の増加傾向等を踏ま え、 医療機関選定の迅速化や救急患者の

受入れなど 、 迅速・ 適切な救急医療を 確保する ため、 平成21年に「 救急医療の東京ルー

ル」 を策定し た。  

○ルールⅠ 救急患者の迅速な受入れ 

・ 二次保健医療圏において救急患者を 受け止める ネッ ト ワ ーク の核と なる 東京都地域救

急医療センタ ーを設置【 2050東京戦略】  

・ 搬送先選定困難患者の受入調整等を担う 救急患者受入コ ーディ ネータ ーを配置する と

と も に、 コ ーディ ネータ ーと 医療機関と の間での傷病者情報の伝達手段について、 調

整方法の効率化・ 所要時間短縮を図る ため、 音声マイ ニングシス テム等のデジタ ル技

術を導入【 2050東京戦略】  

○ルールⅡ 「 ト リ アージ」 の実施 

緊急性の高い患者の生命を 守る ため、 救急医療の要否や診療の順番を判断する 「 ト リ  

アージ」 を 、 救急の様々な場面で実施する 。  

○ルールⅢ 都民の理解と 参画 

都民は、 自ら のセーフティ ネッ ト である 救急医療が重要な社会資源である こ と を認識 

し 、 救急医療を守る ため、 適切な利用を心掛ける 。  
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( ｳ） 救急搬送患者受入体制強化事業（ 平成28年度事業開始）【 2050東京戦略】  

救急医療機関における 救急依頼の不応需を改善する ため、 医師や看護師以外でも 対応可

能な調整業務等を行う こ と ができ る 救急救命士を配置し 、 救急搬送患者の受入体制の強化を

図る 。（ 実施主体： 医療機関）  

( ｴ） 救急外来体制強化事業（ 令和７ 年度事業開始）【 新規）【】【 2050東京戦略】  

       高 齢者の介助等の役割を担う こ と ができ る 看護補助者を救急外来に配置し 、 救急搬送患

者の受入体制の更なる 強化を図る 。 ( 実施主体： 医療機関)  

ウ  三次救急医療 

都内28か所の救命救急センタ ーの整備・ 運営を支援する こ と によ り 、 重症･重篤な患者の受

入体制を確保し ている 。  

救急医療事業の概要 （ 令和７ 年４ 月現在） （ 単位： か所）  

区分 種別 診療内容 規模 実施主体 

初 

期 

休日夜間急患センタ ー 休日又は夜間の急患の診療 78 区市町村 

休日診療 
（ 初療： 内科・ 小児科）  休日昼間の内科・ 小児科の急患の診療 80 区市町村 

準夜診療 
（ 初療： 内科・ 小児科）  

休日の準夜間帯における 内科・ 小児科

の診療 31 区市町村 

休日診療 

（ 初療： 眼科・ 耳鼻咽喉科）  

休日の昼間の眼科・ 耳鼻咽喉科急患の

診療 

実施日当たり

眼科 1～4 

耳鼻咽喉科 

6 

 

都 

休日診療 
（ 初療： 歯科）  休日昼間の歯科の急患の診療 

区部 36 
多摩 26 区市町村 

二 

次 

救急告示医療機関 救急隊が搬送する 傷病者の診療・ 入院 313 開設主体 

休日・ 全夜間診療 

（ ２ 科： 内科系・ 外科系）  

（ ３ 科： 内科系・ 外科系・ 小児科）  

休日及び全夜間の急患の専門的治

療及び入院 

 

234 

 

都 

休日診療 

（ 入院： 眼科・ 耳鼻咽喉科）  

休日の眼科・ 耳鼻咽喉科急患の診療、

入院 

実施日当たり  

眼科 1 

耳鼻咽喉科 

2 

 

都 

特殊救急医療 

熱傷 

精神科 

特殊診療領域の救急医療の確保 
実施日当たり

熱傷 1～2 

精神科 1 

 

都 

三

次 

救命救急センタ ー 
生命危機を伴う 重症、 重篤患者の専門的 
治療（ 365日24時間）  28 都 

 

( 2） 東京都ド ク タ ーヘリ 運航事業（ 令和２ 年度事業開始）【 2050東京戦略】  

ド ク タ ーヘリ の運用に必要な環境を整備し 、 基地病院の運営経費等を 補助する と と も に、 近

隣県と の連携体制の構築及び災害時における 活用の検討を進め、 救急患者の救命率等の向上及

び救急患者搬送体制の拡充を図る 。  
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( 3） 循環器病対策の推進 

ア 循環器病対策推進協議会等（ 令和２ 年度事業開始）  

東京都循環器病対策推進計画に基づき 、 総合的に循環器病対策の推進を 図る ため、 東京都

循環器病対策推進協議会を 設置し 、 検討を 行う 。 ま た、 令和５ 年度末に構築し た循環器ポー

タ ルサイ ト によ り 、 都民に対し て循環器病に関する 情報を 分かり やすく 提供する 。（ 実施主

体： 東京都）  

イ  脳卒中医療連携推進事業（ 平成20年度開始）【 2050東京戦略】  

各二次保健医療圏に脳卒中医療連携圏域別検討会を 設置し 、 地域に根ざし た医療連携を 展

開し ている 。（ 実施主体： 島し ょ を除く 12圏域（ 検討会） ）  

ウ  心臓循環器（ CCU） 救急医療体制整備事業（ 平成15年度事業開始）  

東京都Ｃ Ｃ Ｕ 連絡協議会を 設置し 、 心臓循環器救急医療体制の整備や患者の早期収容体制

の確保等を 行い、 心臓循環器救急医療の質の向上を図る 。（ 実施主体： 東京都（ 公益社団法人

東京都医師会に委託） ）  

エ 心不全サポート 事業（ 令和５ 年度事業開始）  

地域における 医療・ 介護関係者への心不全に対する 理解促進や相談支援の充実を 図る と と

も に、 関係者間の連携を 強化し 、 患者が地域において安心し て療養生活を送れる 体制を 整備

する 。（ 実施主体： 東京都（ 医療機関に委託） ）  

    オ 寝たき り を20％減ら すＡ Ｉ 心房細動検診事業（ 令和６ 年度事業開始）【 2050東京戦略】  

      寝たき り を20%減ら すこ と を目標に、 Ａ Ｉ 心房細動検診を導入し 、 心原性脳塞栓に対する 予

防的治療と 心房細動に対する 治療を開始する こ と で、 寝たき り 患者の発生を 抑制する 取組に

必要な経費を負担する 。（ 実施主体： 東京都）  

カ 脳卒中・ 心臓病等総合支援センタ ー事業（ 令和７ 年度事業開始）【 新規）【】【 2050東京戦略】  

専門的な知識を 有し 、 地域の情報提供等の中心的な役割を 担う 医療機関が都と 連携し つ

つ、 地域の医療機関と 勉強会や支援方法など の情報提供を 行う など 協力体制を 強化、 包括

的な支援体制を 構築する こ と によ り 、 地域全体の患者支援体制の充実を 図る ため体制を 整

備する 。（ 実施主体： 東京都（ 医療機関に委託） ）  

( 4） 救急医療に関する 普及・ 啓発 

「 救急の日（ 毎年９ 月９ 日） 」 に合わせて、 リ ーフ レ ッ ト 等の作成配布、 各種講演会等を 実

施し 、 都民への救急医療に関する 情報の提供や普及啓発の充実を 図っ ている 。（ 実施主体： 東京

都）  

( 5） 救急患者の早期地域移行支援（ 令和２ 年度事業開始）  

救急患者の早期の地域移行を 支援する ため、 初期治療後に状態が比較的安定し た救急患者が

居住地に近い医療機関へ円滑に転院でき る 仕組みを 構築する と と も に、 入退院調整に係る 取組

の強化を図る 。（ 実施主体： 東京都）  
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( 6） 病院救急車購入支援事業（ 令和６ 年度事業開始）【 2050東京戦略】  

医療機関に対し 病院救急車購入に係る 経費を 補助し 、 転院搬送体制の一層の確保を 図る 。

（ 実施主体： 都内救急告示医療機関）  

( 7)  救急医療体制強化事業（ 令和６ 年度事業開始）【 2050東京戦略】  

都内救急医療体制の安定的な確保が可能と なる よ う 、 救急医療体制の中核を 担う 救急車年間

受入2, 000件以上の医療機関の医師及び看護師の勤務環境を 改善し 、 離職防止と 定着を 図る 取組

及び職場を 離れた女性医師等の復職を 支援する 取組に対し 、 必要な経費を 補助する 。 （ 実施主

体： 都内病院（ 国、 都、 独立行政法人等を除く 。 ） ）  

ア 勤務環境改善及び再就業支援事業 

イ  チーム医療推進の取組 

 

 

７ 小児医療体制の充実 

重篤な小児救急患者を 迅速に受け入れ、 救命治療を行う 小児三次救急医療施設である 「 東京都

こ ど も 救命セン タ ー」 を運営する と と も に、 初期から 三次ま での医療機関相互の連携体制の構築

等、 小児救急医療体制の充実を図る 。  

 

( 1） 東京都こ ども 救命センタ ーの運営（ 平成22年度事業開始）  

24時間体制で小児重篤患者を 内科・ 外科を 問わず迅速に受け入れ、 高度な救命治療を 速やか

に実施する 「 東京都こ ど も 救命セン タ ー」 と し て４ か所を 指定し ている 。（ 実施主体： 東京都

（ 地方独立行政法人東京都立病院機構東京都立小児総合医療センタ ー外３ か所に委託） ）  

同セン タ ーでは、 救命処置のほか、 円滑な転院搬送のための施設間調整を 行う と と も に、 地

域の医療機関をサポート する 臨床教育・ 研修等を実施する 。  

ま た、 急性期を 過ぎた患者の円滑な転退院を 支援する ため、 退院支援コ ーディ ネータ ーを 各

センタ ーに配置し ている 。  

( 2） 休日・ 全夜間診療事業（ 小児）（ 平成13年度事業開始）  

休日及び夜間における 小児科の救急患者に対する 診療体制を 確保し 、 二次救急医療体制を 整

備する 。  

ア 専任看護師配置（ 平成21年度事業開始）  

軽症患者を多数含む小児救急患者の中から 、 緊急性の高い重症患者を判別し て治療の優先順

位を判断する 専門的知識をも ったト リ アージナース を配置する 。（ 実施主体： 東京都）  

( 3） 小児初期救急運営に対する 補助（ 保健医療政策区市町村包括補助事業にて実施）（ 平成16年度

事業開始）  

区市町村が平日の夜間及び土曜日に行う 小児初期救急医療事業に対し 、 その経費を 補助する

こ と によ り 、 地域における 平日夜間及び土曜日の小児初期救急医療体制を 確保する 。（ 実施主
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体： 区市町村）  

( 4） 小児医療協議会（ 平成22年度事業開始）  

初期から 三次ま での施設間連携など 、 小児医療体制の強化に向けた協議・ 検討等を 行う 。（ 実

施主体： 東京都）  

( 5） 地域における 小児医療研修事業（ 平成20年度事業開始）  

地域の小児初期救急診療事業に参加する 医師を 確保する ため、 指定二次救急医療機関（ 小児）

における 地域の診療所の医師等を対象と し た臨床研修や、 地域で小児救急医療に従事する 医師

向けの研修会を実施する 。  

ま た、 診療所医師と 指定二次救急医療機関（ 小児科） の医師等を 対象と し た専門的な研修受

講への支援を 行う こ と によ り 、 地域の小児救急医療水準の向上を 図り 、 小児救急医療を担う 人

材の確保を進める 。（ 実施主体： 東京都（ 公益社団法人東京都医師会に委託） ）  

 

 

 

小児救急医療対策の概要 （ 令和７ 年４ 月現在）  

区 分 主要事業 診療内容 規 模 実施主体 

初 期 平日夜間土曜診療事業 
平日準夜間帯及び土曜日の小児初期救急患者の診

療 
42か所 区市町村 

二 次 
休日・ 全夜間診療事業 

（ 小児科）  
休日及び全夜間の急患の専門的治療及び入院 51か所 都 

三 次 
東京都こ ども 救命セン

タ ー運営事業 

他の医療機関では救命治療の継続が困難な小児

重篤患者の専門的治療 
4か所 都 

※ 三次救急医療は、 救命救急センタ ーと の連携によ り 実施  
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８ 周産期医療体制の充実 

診療体制の整備さ れた分娩環境や低出生体重児等に対する 対応など 、 周産期医療に対する 需要

の増加に応える ため、 地域において妊娠、 出産から 新生児に至る 高度専門的な医療を 効果的に提

供する 総合的な周産期医療体制を整備する 。  

 

( 1） 周産期母子医療センタ ーの運営 

周産期母子医療セン タ ーに対し 、 運営や施設整備に要する 経費の一部を 補助する こ と によ り 、

24時間体制でハイ リ ス ク 患者を受け入れる 機能を確保する 。  

ま た、 Ｎ Ｉ Ｃ Ｕ（ Neonat al  I nt ensi ve Care Uni t ： 新生児集中治療管理室） 等病床を確保する

と と も に、 周産期母子医療セン タ ーにおいて受入・ 搬送調整業務を 行う 医師の負担軽減を 図る

ため、 看護師等を配置し 、 受入体制及び搬送調整機能の強化を図る 。  

周産期医療ネッ ト ワ ーク グループに参画する 一次、 二次医療機関の医師の協力によ り 、 周産

期母子医療セン タ ーの休日夜間診療体制を 確保する 。 こ のほか、 Ｎ Ｉ Ｃ Ｕ 入院児支援コ ーディ

ネータ ーを 配置し 、 早期から 在宅移行支援を 行う こ と で、 子供や家族の療養環境を整備する と

と も に、 理学療法士を 配置し 、 ハイ リ ス ク 新生児に対する 発達支援を 行う こ と で、 児の望ま し

い成長発達を支援する 。（ 実施主体： 周産期母子医療センタ ー、 令和７ 年４ 月１ 日現在： 28か所）  

( 2） 母体救命対応総合周産期母子医療センタ ー（ ス ーパー総合周産期セン タ ー）（ 平成20年度事業

開始）  

総合周産期母子医療セン タ ーにおいて、 救急部門等の医師と の連携体制を 構築し 、 母体救命

に関わる 緊急搬送依頼を 必ず受け入れる 体制を 整備する 。（ 実施主体： 東京都（ 医療機関に委

託） 、 令和７ 年４ 月１ 日現在： ６ か所）  

( 3） 周産期搬送コ ーディ ネータ ーの配置（ 平成21年度事業開始）  

都内を ８ つの周産期搬送ブロ ッ ク に分け、 ブロ ッ ク 内の総合周産期母子医療センタ ー等で受

入れや搬送先の調整が困難な事例について、 ブロ ッ ク 間の搬送調整等を 集中し て行う コ ーディ

ネータ ーを 配置し 、 緊急を 要する 母体・ 新生児への迅速な医療提供体制を 確保する 。（ 実施主

体： 東京都）  

( 4） 多摩新生児連携病院（ 平成22年度事業開始）  

周産期母子医療セン タ ーが少ない多摩地域において、 ハイ リ ス ク に近い新生児に対応可能な

医療機関を 確保する こ と によ り 、 多摩地域の新生児受入体制の強化を 図る 。（ 実施主体： 東京都

（ 医療機関に委託） ）  

( 5） 周産期医療ネッ ト ワ ーク グループの構築（ 平成20年度事業開始）  

都内に８ つの周産期医療ネッ ト ワ ーク グループを 運営し 、 周産期医療機関等の機能別役割分

担と 連携体制を 構築し 、 妊婦（ 胎児） ・ 新生児のリ ス ク に応じ た医療提供の仕組みづく り を 行

う 。（ 実施主体： 東京都（ 総合周産期母子医療センタ ー等に委託） ）  

- 118 -



− 119 − 

 

 

 

( 6） 周産期連携病院（ 休日・ 全夜間診療事業）（ 平成21年度事業開始）  

ミ ド ルリ ス ク 患者の受け皿と し て「 周産期連携病院」 を 指定する と と も に、 施設設備整備へ

の支援を行い、 休日や夜間における 救急搬送受入体制の確保を 図る 。（ 実施主体： 東京都（ 医療

機関に委託） 、 令和７ 年４ 月１ 日現在： 14か所）  

( 7） 周産期医療情報ネッ ト ワ ーク 事業（ 平成９ 年度事業開始）  

周産期医療の運営に必要な情報の収集・ 提供等を 行う ため、 産科及び新生児病床の空床状況

等について、 周産期母子医療セン タ ー等の周産期医療施設と 東京消防庁と の間をネッ ト ワ ーク

で結んで情報提供を行う 。（ 実施主体： 東京都）  

( 8） 小児等在宅移行研修事業（ 平成24年度事業開始）  

Ｎ Ｉ Ｃ Ｕ・ Ｐ Ｉ Ｃ Ｕ（ Pedi at r i c I nt ensi ve Care Uni t ： 小児集中治療室） 等の確保及び在宅

療養への円滑な移行を 促進し 、 在宅移行後の地域における 児の安心・ 安全な療養生活を 支援す

る ため、 Ｎ Ｉ Ｃ Ｕ ・ Ｐ Ｉ Ｃ Ｕ 等入院児に関わる 医師・ 看護師・ 保健師・ 医療社会事業従事者

（ 医療ソ ーシャ ルワ ーカー等） を対象と し た研修を実施する 。（ 実施主体： 東京都）  

( 9） 在宅移行支援病床運営事業（ 平成22年度事業開始）  

Ｎ Ｉ Ｃ ＵやＧ Ｃ Ｕ（ Growi ng Car e Uni t ： 回復期治療室） に長期入院し ている 小児等について

Ｎ Ｉ Ｃ Ｕ ・ Ｇ Ｃ Ｕ と 在宅療養の間に中間的な病床と し て在宅移行支援病床を設置し 、 在宅生活

への円滑な移行を促進する 。（ 実施主体： 周産期母子医療センタ ー等）  

( 10） 在宅療養児一時受入支援事業（ 平成24年度事業開始）  

Ｎ Ｉ Ｃ Ｕ等長期入院児の在宅医療中の定期的医学管理及び保護者のレ ス パイ ト ケアを 行う 。

（ 実施主体： 周産期母子医療センタ ー等）  

( 11） Ｎ Ｉ Ｃ Ｕ等入院児の在宅移行支援事業（ 平成29年度事業開始）  

退院後に医療ケア等が必要なＮ Ｉ Ｃ Ｕ ・ Ｇ Ｃ Ｕ ・ Ｐ Ｉ Ｃ Ｕ 等に入院し ている 小児の在宅療養

への円滑な移行を 推進する と と も に、 退院後の安定し た生活の継続を 支援する ため、 周産期母

子医療セン タ ー等によ る 自宅への訪問指導や外泊訓練等を 支援する ための経費を 補助する 。（ 実

施主体： 周産期母子医療センタ ー、 訪問看護ス テーショ ン等）  

( 12） 産科救急対応向上事業（ 平成27年度事業開始）  

一次分娩取扱施設の医師及び助産師、 看護師を 対象と し た産科救急に関する 研修等を 実施し 、

初期対応の強化を図る 。（ 実施主体： 東京都（ 一般社団法人東京産婦人科医会に委託） ）  

( 13） 新生児医療担当医育成支援事業（ 平成29年度事業開始）  

臨床研修修了後の専門的な研修において小児科を選択し 、 かつ、 Ｎ Ｉ Ｃ Ｕ 等で新生児医療を

担当する 医師に研修医手当等を 支給する 医療機関に対し 、 経費の一部を 補助する こ と で、 将来

の新生児医療を担う 医師の育成を図る 。（ 実施主体： 医療機関）  

( 14） 災害時小児・ 周産期医療対策（ 平成29年度事業開始）  

災害時の小児・ 周産期医療提供体制について、 検討を進める と と も に、 都及び各二次保健医療
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圏に災害医療コ ーディ ネータ ーのサポート 役と し て、 小児・ 周産期医療に関する 調整を行う 「 災

害時小児周産期リ エゾン」 を設置し ている 。（ 実施主体： 東京都）  

( 15)  助産所設備整備費補助事業（ 令和５ 年度事業開始）  

妊婦の多様なニーズに応え、 身近な地域で安全・ 安心に出産でき る 環境を整備する ため、 分娩を

取り 扱う 助産所に対し て、 医療機器や情報通信機器等の設備整備に要する 経費を補助する 。（ 実施主

体： 東京都）  

( 16)  東京都無痛分娩費用助成等事業（ 令和７ 年度事業開始）【 新規）【】【 2050東京戦略】  

無痛分娩を希望する 女性が、 無痛分娩を断念する こ と なく 、 安心し て出産でき る よ う 、 無痛分

娩に関わる 医療従事者に対し て研修の機会を提供する と と も に地域連携会議において最新の知見

を共有する 。（ 実施主体： 東京都）  

  ( 17)  ド ナーミ ルク 利用支援事業（ 令和７ 年度事業開始）【 新規）【】【 2050東京戦略】  

Ｎ Ｉ Ｃ Ｕにおける ド ナーミ ルク の使用やド ナー登録を行う 医療機関を 支援し 、 ド ナーミ ルク を

必要と する Ｎ Ｉ Ｃ Ｕ入院児等が利用でき る 体制を整備する 。（ 実施主体： 医療機関）  

( 18)  Ｎ Ｉ Ｃ Ｕ入院児相談支援事業（ 令和７ 年度事業開始）【 新規）【】【 2050東京戦略】  

Ｎ Ｉ Ｃ Ｕ入院児と その家族に向けた支援の充実を図る ため、 児の成長発達の促進や、 家族の不

安軽減に取り 組むフ ァ ミ リ ーセンタ ード ケアを推進する 。（ 実施主体： 東京都）  

 

 

９ 災害時医療体制の整備 

大規模地震等が発生し た場合に、 的確な被害情報を速やかに把握し 、 迅速かつ適切な医療救護

活動を行える よ う 、 災害時医療体制を整備する 。  

( 1） 東京都災害医療協議会の設置（ 平成23年度事業開始）  

災害の発生直後から 迅速かつ円滑に医療を 提供する ため、 東京都災害医療協議会を 設置し 、

災害医療体制の強化を図る 。  

ま た、 平成24年度から 、 二次保健医療圏ごと に「 地域災害医療連携会議」 を 開催し 、 地域の

実情を 踏ま えた医療連携体制を 構築する 。 さ ら に、 他県から の応援医療チーム の受入れや、 傷

病者の搬送について調整でき る よ う に、 都及び各二次保健医療圏に災害医療コ ーディ ネータ ー

を設置し ている 。（ 実施主体： 東京都）  

( 2） 医療救護活動 

災害時における 医療救護は、 区市町村が一次的に実施する 。 都は、 区市町村から 応援要請が

あった場合及び医療救護の必要性がある と 認めた場合、 医療救護班を編成し 派遣する 。  

発災直後から の医療救護活動は、 負傷者が発生する 災害現場又は負傷者が殺到する 医療機関

での活動を 中心と し 、 多数の負傷者がいる 場合は、 ト リ アージを 実施する 。 重症者など 対応で

き ない負傷者がいる 場合は、 応急処置を施し た後、 災害拠点病院等に順次搬送する 。  
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そのほか、 公的機関の搬送体制を補完し 、 空路によ る 広域的な救急搬送体制を確保する ため、 東

京都ド ク タ ーヘリ を活用する ほか、 一般財団法人日本救急医療財団と 「 災害時の航空機によ る 医療

搬送業務協定」 を締結し 、 民間航空会社が保有する ヘリ コ プタ ーを活用でき る こ と と し ている 。  

医療救護班等の概要 （ 単位： 班、 人）  

種 別 班 数 １ 班当たり の編成 

都医療救護班 224 ――― 

(
内
訳
) 

都立病院機構 26 医師１ 、 看護師１ 、 事務その他３  

都医師会 96 医師１ 、 看護師１ 、 事務その他１  

日赤東京都支部 32 医師１ 、 看護師３ 、 事務その他２  

災害拠点病院 70 医師１ 、 看護師１ 、 事務その他１  

都歯科医療救護班 
（ 都歯科医師会）  

110 歯科医師１ 、 歯科衛生士又は歯科技工士１ 、 事務その他１  

都薬剤師班（ 都薬剤師会）  200 薬剤師３  

 

( 3） 災害時医薬品等の備蓄 

災害時の医療救護活動に必要な医薬品、 医療資器材等を備蓄し ている 。（ 実施主体： 東京都）  

ア 災害時応急用医療資器材 

医療救護所等で使用する 医薬品・ 医療資器材を 蘇生、 創傷、 熱傷、 骨折、 輸血輸液、 緊急

医薬品及び雑品の７ 点で構成し 、 15個のケースに収納し ている 。  

イ  現場携行用資器材 

医療救護班が被災現場に背負っ て運べる よ う 救命処置用の医療用資器材一式を 、 かばん３

個に収納し ている 。  

ウ  セルフケアセッ ト  

被災者自身が処置する ための軽症者用のセッ ト である 。  

エ 補充用医薬品 

都医療救護班への補給及び区市町村、 医療機関から の要請に対応する ための医薬品を 都に

おいて保管し ている 。  

医薬品等の備蓄状況 （ 令和７ 年４ 月１ 日時点）  

品 目 数 量 備蓄場所 

医
薬
品 

医
療
用
資
器
材 

災害時応急用資器材 109セッ ト  約50, 000人分 都立病院、 民間病院等、 都備蓄倉庫 

現場携行用資器材 84セッ ト  約200人分 都立病院、 民間病院等 

セルフ ケアセッ ト  256セッ ト  約127, 000人分 都立学校、 都備蓄倉庫 

補充用医薬品 約74, 000人分 都備蓄倉庫等 

 

( 4） 災害拠点病院の整備（ 昭和60年度事業開始）  

災害拠点病院は、 災害時において通常の医療体制では医療の確保が困難と なっ た場合に、 応

急医療を 行う 医療救護所と 連携し て、 知事の要請に基づいて重傷者等を 受け入れる こ と を 目的

- 121 -



− 122 − 

 

 

 

と し ている 。 広域基幹災害拠点病院（ ２ か所） 、 地域災害拠点中核病院（ 二次保健医療圏ご と

に１ か所） 、 地域災害拠点病院（ その他の災害拠点病院） の３ 分類で指定し ている 。（ 実施主

体： 民間医療機関等、 令和７ 年４ 月現在： 84か所）  

( 5） 災害拠点連携病院の整備（ 平成25年度事業開始）  

災害時に、 主に中等症者や容態の安定し た重症者を 受け入れる 医療機関と し て、 救急告示を

受けた病院等を 「 災害拠点連携病院」 に指定し ている 。（ 実施主体： 民間医療機関等、 令和７ 年

４ 月現在： 133か所）  

( 6） 災害拠点病院等事業継続計画（ Ｂ Ｃ Ｐ ） 策定等支援事業（ 令和２ 年度事業開始）【 2050東京戦

略】  

災害拠点病院、 災害拠点連携病院及び災害医療支援病院のＢ Ｃ Ｐ の改定等を 支援し 、 災害時

の救護活動体制の確保を図る 。（ 実施主体： 東京都）  

( 7） 医療施設浸水対策計画策定支援事業（ 令和６ 年度事業開始）【 2050東京戦略】  

医療機関が病院ごと の立地や施設の状況を踏ま えた浸水対策を行える よ う 、 専門的な調査や設計

に要する 経費を支援する 。 （ 実施主体： 浸水想定区域に所在する 病院（ 国、 都及び区市町村等を除

く 。 ） ）  

( 8） 移動電源車の確保事業（ 令和２ 年度事業開始）  

大規模災害等によ る 広範囲で長時間にわたる 停電発生時においても 、 病院の診療機能を 維持

でき る よ う 移動電源車を確保する 。（ 実施主体： 東京都）  

( 9） 東京都災害拠点病院災害時拠点強靭化緊急促進事業（ 平成27年度事業開始）  

大規模災害発生時において、 多数の負傷者を 受け入れる ために必要と なる 施設又は設備の整

備に要する 経費の一部を 補助する こ と によ り 、 災害拠点病院の機能の拡充を 図る 。（ 実施主体：

災害拠点病院（ 国及び都を除く 。 ） ）  

( 10） 災害拠点病院等自家発電設備等整備強化事業（ 令和元年度事業開始）【 2050東京戦略】  

災害拠点病院、 災害拠点連携病院及び災害医療支援病院が行う 自家発電設備の浸水対策や地

震の揺れによ る 破損対策の工事費等を 補助する 。（ 実施主体： 災害拠点病院、 災害拠点連携病院

及び災害医療支援病院）  

( 11） 医療施設耐震化促進事業（ 平成19年度事業開始）【 2050東京戦略】  

建築基準法における 新耐震基準（ 昭和56年６ 月１ 日施行） 導入以前に建築さ れた建築物を 有

する 都内の救急医療機関等が行う 耐震診断及び耐震補強に必要な経費を 補助する こ と によ り 、

医療施設における 安全性の向上と 震災時における 医療体制の確保を 図る 。（ 実施主体： 救命救急

セン タ ーを有する 医療機関、 災害拠点病院、 東京都指定二次救急医療機関及びI s値0. 3未満の建

物を有する 病院）  

( 12） 医療施設耐震化対策事業（ 平成22年度事業開始）【 2050東京戦略】  

建築基準法における 新耐震基準（ 昭和56年６ 月１ 日施行） 導入以前に建築さ れた病棟等を 有
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する 都内の医療機関が行う 耐震診断、 耐震補強、 新築建替及び移転改修に必要な経費を補助す

る こ と によ り 、 医療施設における 安全性の向上及び震災時における 適切な医療提供体制の確保

を 図る 。 （ 実施主体： I s値0. 3以上0. 6未満の建物を 有する 都内病院（ 救急告示医療機関を 除

く 。 ） ）  

( 13） 医療施設耐震対策緊急促進事業（ 平成26年度事業開始）  

不特定多数の者が利用する 医療施設は、 災害時の機能確保が必要な施設である こ と から 、 利

用者の安心・ 安全を 確保する ために必要な耐震改修等を 行う 施設に対し て費用を 補助する こ と

によ り 、 医療施設の耐震化の推進を 図る 。（ 実施主体： 階数３ 以上延べ床面積5, 000㎡以上の建築

物を持つ病院）  

( 14） 医療施設防火対策緊急整備事業（ 平成26年度事業開始）  

火災が発生し た際の被害の甚大化を 防ぐ など 医療施設における 防火対策を 推進する ため、 有

床診療所、 病院及び助産所における ス プリ ン ク ラ ー等の整備に要する 費用に対し て補助を 行い、

患者等の安全の確保を 図る 。（ 実施主体： 病床等を 有する 診療所、 病院及び助産所（ 国及び都を

除く 。 ） ）  

( 15） 東京Ｄ ＭＡ Ｔ の編成（ 平成16年度事業開始）【 2050東京戦略】  

大震災等の自然災害や大規模交通事故等の都市型災害の現場で、 専門的なト レ ーニン グを 受

けた医師や看護師等が一刻も 早い救命処置等を 行い都民の生命を 守る ために、 災害医療派遣チ

ーム「 東京Ｄ ＭＡ Ｔ （ Di sast er  Medi cal  Assi st ance Team） 」 を編成し 運営し ている 。 28か所を

指定し 、 全ての二次保健医療圏に東京Ｄ ＭＡ Ｔ を 整備し ている 。（ 実施主体： 東京都、 令和７ 年

４ 月１ 日現在： 東京Ｄ ＭＡ Ｔ 指定病院28か所）  

( 16） 災害医療計画策定支援事業（ 保健医療政策区市町村包括補助事業にて実施）（ 平成25年度事業

開始）  

首都直下地震等の大規模災害発生に備え、 区市町村災害医療コ ーディ ネータ ーを 中心と し た

地域災害医療体制の確立を支援する 。（ 実施主体： 区市町村）  

( 17） 医療対策拠点等通信設備強化事業（ 令和７ 年度事業開始）【 新規）【】【 2050東京戦略】  

通信手段の多重化によ り 災害時における 通信手段を 確実に確保する と と も に、 災害時におい

ても 大容量のデータ 通信が可能と なる よ う 、 都、 各二次保健医療圏の医療対策拠点と なる 病院

及び東京Ｄ ＭＡ Ｔ カーに衛星通信端末を配備する 。（ 実施主体： 東京都）  
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10 へき地医療対策等の充実 

山村振興法、 離島振興法、 過疎地域自立促進特別措置法及び小笠原諸島振興開発特別措置法に

よ り 指定さ れている 山間地域並びに伊豆諸島及び小笠原諸島の島し ょ 地域の３ 町８ 村（ へき 地）

を対象と し た医療対策と し て、 自治医科大学卒業医師の派遣やへき 地勤務医師等確保事業によ る

医師等の確保、 専門診療（ 遠隔連携診療支援を含む。 ） や人工透析医療体制の整備など へき 地に

おける 診療体制の充実を図る 。  

 ( 1） へき 地医療従事者の確保 

へき 地においては、 医師のみなら ず看護師等の医療従事者も 確保が困難である ため、 平成21

年２ 月から 「 東京都へき 地医療支援機構無料職業紹介事業所」 を 開設し 、 へき 地町村が行う 医

療従事者の確保を支援し ている 。  

ま た、 平成28年度から 看護職員を 、 平成30年度から は医療機関に必要な医療従事者を 対象と

し た現地見学会を 開催する 島し ょ 町村に対し て、 その経費の一部を 補助し ている 。（ 実施主体：

島し ょ 町村）  

( 2） 東京都地域医療支援ド ク タ ー事業（ 平成21年度事業開始）  

多摩・ 島し ょ の公立病院等を 支援し 、 地域の医療体制を 確保する ため、 地域医療の支援に意

欲を 持つ医師を 都が採用し 、 へき 地医療機関及び市町村公立病院に一定期間派遣する 。（ 実施主

体： 東京都、 在籍11人、 派遣実績５ 人）  

( 3） 島し ょ 救急患者の搬送 

島し ょ 地域の診療所等では対応困難な救急患者に対応する ため、 島し ょ 医療基幹病院である

都立広尾病院を 中心と し て患者の受入れ、 ヘリ コ プタ ー等によ る 救急患者搬送体制整備など を

行っている 。（ 実施主体： 東京都及び東京消防庁、 実績： 171人）  

ま た、 島し ょ 救急患者搬送時の関係機関間の情報共有・ 連携を 円滑にする ため、 医療関係者

間コ ミ ュ ニケーショ ンツールを搭載し たス マート フォ ンを添乗医師に配備し ている 。  

なお、 ヘリ コ プタ ーによ る 島し ょ 地域の救急患者搬送体制を 充実する ため、 医療資器材を 搭

載し 、 医師が同乗し て機内で医療を 提供でき る 東京消防庁の消防ヘリ を 活用し 、 平成19年度か

ら 「 東京型ド ク タ ーヘリ 」 と いう 名称で運用し ている 。 運用に当たっ ては、 添乗医師の派遣が

可能で、 ヘリ ポート に近接する 病院や大型ヘリ が離着陸でき る 病院等を 協力病院と し て新たに

確保する こ と によ り 、 救急患者搬送時間の短縮を図っている 。  

( 4） 島し ょ 医療用画像電送シス テム等によ る 診療支援（ 平成６ 年度事業開始）【 2050東京戦略】  

  島し ょ 医療機関の医療水準向上のため、 東京都島し ょ 医療用画像電送シス テム を 整備し 、 島

し ょ 医療機関と へき 地医療拠点病院である 都立広尾病院を つないで診療支援事業を 実施し てい

る 。 （ 実施主体： 東京都）  

ま た、 令和４ 年度から 、 島し ょ 医療への支援の更なる 充実に向け、 町立八丈病院と 都立広尾
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病院における ５ Ｇ を 活用し た遠隔医療の推進に要する 経費を支援し ている 。（ 実施主体： 東京都）  

( 5） 山谷地域及び路上生活者救急医療協力謝金（ 平成12年度事業開始）  

山谷地域の居住者及び路上生活者に対する 救急医療の確保対策の一環と し て、 救急隊が搬送

する こ れら の救急患者を 受け入れて診療を 行っ た救急医療機関等に対し 、 協力謝金を 交付し て

いる 。（ 実施主体： 東京都、 実績： 221人）  

( 6） 島し ょ 地域リ ハビ リ テーショ ン提供体制構築支援事業（ 令和７ 年度事業開始）【 新規）【】【 2050東

京戦略】  

本土の医療機関での入院リ ハビ リ テーショ ン を 終えた島し ょ 地域の患者が、 早期に帰島でき

る よ う 、 島と 本土の医療機関間における 連携体制の構築及び島し ょ 医療機関における リ ハビ リ

テーショ ンの取組を推進する 。（ 実施主体： 東京都）  

 

 

11 医療安全対策の推進 

医療サービス の質の向上を図り 、 都民が安全・ 安心で満足度の高い医療を受けら れる よ う にする

ため、 医療安全対策を推進する 。  

( 1） 医療施設等の許認可（ 昭和25年度事業開始） ・ 監視指導（ 昭和23年度事業開始）  

医療法に基づき 、 病院の開設（ 使用） 許可、 一部変更（ 使用） 許可等及び医療法人の設立認

可及び定款、 寄附行為の変更認可等を行っている 。  

ま た、 病院が医療法に規定する 人員、 構造設備等の基準を維持し 、 適正な管理を行っ ている

かどう か、 立入検査を実施する など 指導監督を行っている 。（ 実施主体： 東京都）  

なお、 診療所と 助産所の許認可・ 監視指導は各特別区、 八王子市、 町田市及び都保健所が行

っている 。  

実績（ 令和６ 年度）  （ 単位： 件）  

( ｱ) 病院の開設許可等 開設許可 4 

開設使用許可 6 

変更許可 424 

変更使用許可 302 

( ｲ) 医療法人の設立認可等 設立認可数 193 

定款・ 寄附行為の変更認可 676 

解散認可数 42 

合併認可数 2 

分割認可数 0 

( ｳ) 都内病院の監視指導 立入検査（ 医療安全、 個人情報管理等）  252 

定例立入検査（ 再掲）  232 

臨時立入検査（ 再掲）  20 

立入検査（ 放射線使用施設）  105 

立入検査（ 精神科病院）  98 
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( 2） 医療安全支援センタ ー 

都民の医療に関する 苦情・ 相談に対応し 、 都内の医療機関等に対する 助言、 情報提供及び研

修、 患者・ 都民に対する 助言及び情報提供並びに地域における 意識啓発を 図る こ と で、 医療安

全を推進し 、 も っ て都民の医療に関する 信頼の確保及び医療機関における 質の高い医療サービ

ス の提供の推進を 図る 。（ 実施主体： 東京都、 実績： 患者の声相談窓口に寄せら れた相談件数本

庁6, 393件、 都保健所2, 424件）  

ア 患者の声相談窓口（ 平成13年５ 月事業開始）  

イ  医療機関や都民を対象にし た医療安全に関する 情報提供 

ウ  医療機関を対象にし た医療安全に関する 資質向上研修の実施 

エ 医療安全推進のための協議会の開催 

( 3） 東京都院内感染対策推進事業 

各病院の院内感染対策を 推進する ため、 都内各地域で構築さ れている 院内感染ネッ ト ワ ーク

同士の連絡会等を 実施し 、 相互に協力・ 支援のでき る 体制の構築及び個別のネッ ト ワ ーク に対

する フ ォ ロ ーアッ プを 行う 。 ま た、 精神病床や療養病床を有する 病院の事情を 踏ま えた研修会

等を実施し 、 各病院現場の抱える 課題に即し た院内感染対策を 行う 。（ 実施主体： 東京都（ 一般

社団法人東京都病院協会に委託） ）  

( 4） 衛生検査所精度管理（ 昭和57年度事業開始）  

民間衛生検査所における 検査精度の向上を 図る ため、 精度管理調査及び調査結果に基づく 監

視指導を 行う 。（ 実施主体： 東京都（ 精度管理調査の一部を 公益社団法人東京都医師会に委託。

ただし 、 区部、 八王子市及び町田市の衛生検査所に対する 監視指導は、 各区市が実施し てい

る 。 ） 、 実績： 精度管理委員会７ 回、 精度管理調査施設延べ99か所（ オープン方式77か所、 ブ

ラ イ ン ド 方式22か所） 、 登録衛生検査所監視指導50か所（ 都６ 、 区39、 八王子市及び町田市

５ ） ）  

( 5） 死体検案・ 解剖 

ア 区部（ 監察医務院・ 昭和23年設置）  

死体解剖保存法に基づき 、 区部において発生し た不自然死の死体検案及び解剖を 行い死因

を 明ら かにする こ と によ り 、 社会秩序の維持や疾病の予防等公衆衛生の向上を 図る と と も に

医学の教育研究に寄与する 。（ 実施主体： 東京都（ 監察医務院） 、実績： 検案16, 297件、 解剖

2, 110件）  

イ  多摩・ 島し ょ 地区（ 昭和53年度事業開始）  

死体解剖保存法によ る 監察医制度は、 都内においては、 区部に限定さ れている が、 多摩・

島し ょ 地区においても 、 死因調査の適正を 期し 、 公衆衛生の向上を 図る ため実施し ている 。

（ 実施主体： 東京都が関係機関に委託又は関係機関の協力を得て実施、 実績： 検案7, 806件、

解剖1, 138件）  
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( 6） 医療法人台帳オンラ イ ンシス テム（ 令和３ 年度事業開始）【 2050東京戦略】  

医療法人台帳シス テムのオンラ イ ン化によ り 、 法人によ る 医療法に関する 申請や都民の閲覧等

の利便性の向上、 手続の簡素化及び効率化を図る 。（ 実施主体： 東京都）  

( 7)  医療法等に基づく 立入検査Ｄ Ｘ （ 令和６ 年度事業開始）【 2050東京戦略】  

  医療法等に基づく 病院への立入検査時に必要な紙書類のペーパーレ ス 化を 行い、 病院情報・

検査情報をク ラ ウ ド 上で管理でき る シス テム を 構築する こ と によ り 、 病院担当者及び都職員の

事務負担を軽減し 、 手続の簡素化及び効率化を図る 。（ 実施主体： 東京都）  

( 8)  都民と 医療・ 介護従事者を 暴力等から 守る 、 安全で安心な医療・ 介護環境の整備事業（ 令和

６ 年度事業開始）【 2050東京戦略】  

  医療・ 介護現場での患者等によ る 暴言・ 暴力等に関する 実態把握や、 業務関係者の研修教材

開発等を 行う と と も に、 いつでも ど こ でも 学べる オン ラ イ ン 基盤を 構築する こ と で、 都民や医

療・ 介護従事者にと って安全で安心な医療・ 介護環境を整備する 。（ 実施主体： 東京都）  

( 9)  患者の声相談窓口のＤ Ｘ 化（ 令和７ 年度事業開始）【 新規）【】【 2050東京戦略】  

  患者の声相談窓口における 電話相談業務について、 Ｄ Ｘ 導入によ る 効率化を 図り 、 Ｑ Ｏ Ｓ 向

上につなげる 。（ 実施主体： 東京都）  
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12 医療人材の確保と質の向上 

少子高齢社会の進展や医療の高度化・ 多様化など社会環境等が大き く 変化する 中で、 都民ニー

ズに応える ため、 保健医療を担う 人材の養成・ 確保と 質の向上を図る 。  

( 1） 医療人材の確保 

ア 学校・ 養成施設（ 所） の指定及び指導 

医療従事者に関する それぞれの法律及び学校・ 養成施設（ 所） 指定規則に基づき 、 各学

校・ 養成施設（ 所） の指定又は指定申請の国への経由及び各施設（ 所） に対する 指導を 行っ

ている 。（ 実施主体： 東京都）  

都内医療従事者養成所養成数及び養成施設数        （ 令和７ 年４ 月１ 日現在、 募集停止を除く 。 ） （ 単位： 人、 か所）  

区 分 養成数 

( １ 学年定員)  

養成 

施設数 

区 分 

 

養成数 

( １ 学年定員)  

養成 

施設数 

大学・ 大学校( 保･助･看)  2, 471  救急救命士 446 5 

大学院( 保･助)  107  臨床検査技師 420 7 

統合カリ キュ ラ ム( 保･看)  20 93課程 視能訓練士 210 3 

助産師 180  歯科衛生士 1, 767 22 

看護師 2, 510  歯科技工士 240 5 

准看護師 278  あん摩マッ サージ指圧師 240 2 

診療放射線技師 779 10 あん摩マッ サージ指圧師 

はり 師・ き ゅ う 師 

404 6 

理学療法士 1, 331 18 はり 師・ き ゅ う 師 965 16 

作業療法士 605 12 柔道整復師 1, 496 19 

義肢装具士 28 1 言語聴覚士 373 8 

   臨床工学技士 370 7 

 

 

イ  准看護師試験（ 昭和29年度事業開始）  

保健師助産師看護師法に基づき 、 知事が准看護師試験を 行っ ている 。（ 実施主体： 東京都、

実績： 受験者数430人、 合格者420人（ 合格発表時点、 卒業証明書未提出者を含む。 ） ）  

ウ  医療従事者の免許 

法律に基づき 、 各医療従事者の免許に関する 申請等の国への経由事務を行っている 。  

なお、 准看護師免許並びに旧制度に基づく 保健婦、 助産婦、 看護婦及び診療エッ ク ス 線技

師の免許事務については、 知事が行っている 。  

免許の年間取扱件数（ 令和６ 年度）  （ 単位： 件）  

免 許 根拠法 年間取扱件数 

医師 医師法 2, 646 

歯科医師 歯科医師法 720 

保健師・ 助産師・ 看護師・ 准看護師 保健師助産師看護師法 13, 940 

診療放射線技師・ 診療エッ ク ス 線技師 診療放射線技師法 425 

理学療法士・ 作業療法士 理学療法士及び作業療法士法 1, 747 

臨床検査技師・ 衛生検査技師 臨床検査技師等に関する 法律 607 

視能訓練士 視能訓練士法 145 
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エ 臨床研修病院の指定及び研修医の募集定員の設定 

医師法及び厚生労働省令に基づき 、 臨床研修病院の指定及び研修医の募集定員の設定を 行

っている 。（ 実施主体： 東京都）  

オ 東京都地域医療対策協議会（ 平成19年５ 月設置）  

医療法第30条の23第１ 項の規定に基づき 、 医師等医療従事者の確保方策を 協議する こ と を

目的と し て、 同規定に掲げる 診療に関する 学識経験者や地域の医療関係団体等の関係者から

構成さ れる 協議会を設置する 。 （ 実施主体： 東京都、 実績： ２ 回）  

カ 東京都地域医療支援センタ ー（ 平成25年度事業開始）  

東京都地域医療対策協議会で決定し た医師確保対策の方針に基づき 、 各医療機関における

医師確保支援、 地域医療医師奨学金被貸与者のキャ リ ア形成支援、 医師確保状況の実態把握、

求人・ 求職情報等医師確保対策に関する 情報発信など 、 都の特性を 踏ま えた医師確保対策を

推進する 。  

( ｱ） 地域医療を担う 医師養成事業（ 東京都地域医療医師奨学金）（ 平成21年度事業開始）  

将来、 都内の医師確保が必要な地域や診療科等に医師と し て従事し よ う と する 者に対し 、

地域医療医師奨学金を貸与し 、 都内の医師の確保が必要な地域や診療科等の医師の確保及び

質の向上に資する 。（ 実施主体： 東京都、 実績： 貸与者数 特別貸与368人、 一般貸与93人）  

( ｲ） 東京都地域医療支援ド ク タ ー事業（ 平成21年度事業開始）【 再掲】  

キ 東京都専門医認定支援事業（ 平成26年度事業開始）  

新たな専門医養成の仕組みが円滑に構築さ れる よ う 、 指導医の派遣等を 行う 医療機関に対

する 支援を 行う こ と によ り 、 専門医の質の一層の向上や医療提供体制の改善を 図る 。（ 実施主

体： 東京都）  

ク  病院勤務者勤務環境改善事業（ 平成20年度事業開始）【 2050東京戦略】  

都内医療体制の安定的な確保が可能と なる よ う 、 病院勤務医師や看護職員の勤務環境を

改善し 、 医師等の離職防止と 定着を 図る 取組及び職場を 離れた 女性医師等の復職を 支援す

る 取組に対し 、 必要な 経費を 補助する 。（ 実施主体： 都内病院（ 国、 都、 独立行政法人等を除

く 。 ） ）  

( ｱ） 勤務環境改善及び再就業支援事業 

( ｲ） チーム医療推進の取組 

( ｳ） 勤務環境改善施設設備整備事業 

ケ 地域医療勤務環境改善体制整備事業（ 令和３ 年度事業開始）  

医師の働き 方改革を 推進する ため、 勤務医の労働時間が長時間に及ぶ救急医療など 、 地

域において特別な役割を 担う 又は医師の教育研修を 担う 医療機関が行う 、 Ｉ Ｃ Ｔ 環境整備、

休憩室整備、 短時間勤務要員確保など の必要な経費を 補助する こ と によ り 、 勤務環境改善

に向けた体制の整備を 図る 。 （ 実施主体： 医療機関）  
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コ  勤務環境改善医師派遣等推進事業（ 令和６ 年度事業開始）【 2050東京戦略】  

  救急医療など地域において特別な役割を担う 医療機関の医師の時間外・ 休日労働時間を短縮す

る こ と 及び地域医療提供体制を確保する ため、 長時間労働の医師のいる 医療機関へ医師派遣等を

行う 大学病院等の医療機関に対し て、 逸失利益補填に係る 経費を補助する 。 （ 実施主体： 医療機

関）  

サ 東京都医療勤務環境改善支援センタ ー（ 平成26年度事業開始）  

医師、 看護師等の医療ス タ ッ フ の勤務環境を 改善する こ と によ り 、 医療安全の確保及び

医療の質の向上を 図る ため、 医療従事者の勤務環境の改善に関する 相談に応じ 、 必要な情

報の提供、 助言等の援助を 行う など 、 働き やすい環境整備に向けた医療機関の主体的な取

組を 支援する 。（ 実施主体： 東京都）  

( 2） 医療社会事業 

ア 医療社会事業説明会（ 昭和53年度事業開始）  

医療社会事業従事者（ 医療ソ ーシャ ルワ ーカー等） の資質の向上と 情報提供を 目的と し て

説明会を開催し ている 。（ 実施主体： 東京都）  

イ  医療社会事業従事者講習会（ 昭和41年度事業開始）  

事例式問題解決技法を 中心と し た従事者講習会や初任者講習会を 行い、 医療社会事業従事

者（ 医療ソ ーシャ ルワ ーカ ー等） の資質の向上を 図っ ている 。（ 実施主体： 東京都（ 一般社

団法人東京都医療ソ ーシャ ルワ ーカー協会に委託） 、 実績： ス ーパービ ジョ ン 講習会30回、

初任者講習会５ 回）  

ウ  地域巡回医療福祉相談（ 昭和60年度事業開始）  

地域在宅患者の相談の機会を 確保する ため、 自治体及び医師会等と の連携の下に、 地域住

民に対し て巡回医療福祉相談を 実施する 。（ 実施主体： 東京都（ 一般社団法人東京都医療ソ ー

シャ ルワ ーカー協会に委託）、 実績： 実施回数７ 回）  

( 3） 看護職員等の養成・ 定着・ 再就業対策 

ア 都立看護専門学校の運営（ 昭和24年度事業開始）  

都内の医療機関等に従事する 看護師を養成する ため、 看護専門学校（ ３ 年課程） を７ 校設置

し ている 。（ 実施主体： 東京都）  
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都立看護専門学校在学者数及び卒業者就業状況  ( 令和７ 年４ 月１ 日現在）       （ 単位： 人）  

学校名 

７ 年度入学生 ７ 年度当初在学生 
令和 

6年度

卒業生 

進路 
都内医療施設等 

都外
医療
施設
就業 

進学 その他 １ 学年

定員 
応募者 入学者 総数 １ 年 ２ 年 ３ 年 

都立

医療

施設 

左記以

外 

広尾看護専門学校 80 140 78 231 78 75 78 73 28 38 1 3 3 

荏原看護専門学校 80 117 78 230 79 74 77 72 25 36 1 1 9 

府中看護専門学校 80 197 84 242 86 78 78 78 34 39 0 4 1 

北多摩看護専門学校 120 176 121 356 121 114 121 110 31 72 0 7 0 

青梅看護専門学校 80 71 64 217 64 69 84 73 9 60 1 3 0 

南多摩看護専門学校 80 104 75 231 76 75 80 78 24 54 0 0 0 

板橋看護専門学校 80 196 86 244 87 76 81 76 35 34 4 3 0 

総数 600 1, 001 586 1, 751 591 561 599 560 186 331 7 21 13 

（ 注） 国家試験不合格者はその他に掲載 

 

イ  看護専門学校イ ンタ ーネッ ト 出願受付システム（ 令和４ 年度事業開始）【 2050東京戦略】  

都立看護専門学校の入学試験にイ ン タ ーネッ ト 出願を導入する こ と で、 出願者の利便性の

向上や手続等における 業務の効率化等を図る 。（ 実施主体： 東京都）  

ウ  都立看護専門学校教育ＤＸ 促進事業（ 令和７ 年度事業開始）【 新規）【】【 2050東京戦略】  

都立看護専門学校において、 デジタ ル教科書の導入や教育用電子カルテの配備等、 教育DX

の取組を 促進する こ と によ り 、 看護教育の質の向上を 図る と と も に、 教員の負担軽減を 実現

する 。（ 実施主体： 東京都）  

エ 看護師等養成所運営費補助（ 昭和46年度事業開始）  

看護師等の学校又は養成所に対し 、 必要な経費を 補助する こ と によ り 教育内容の充実と 都

内の看護師等の充足を 図っ ている 。（ 実施主体： 保健師助産師看護師法によ る 指定を 受けた

学校及び養成所（ 助産師養成所及び看護師等養成所２ 年課程（ 通信制）を除き 、 医療法人立、

一般社団法人立及び一般財団法人立は専修学校又は各種学校の認可が必要） 。 ただし 、 学

校教育法第１ 条に規定する 学校は除く 。 実績： 29課程）  

オ 看護師等修学資金貸与（ 昭和37年度事業開始）  

看護師等養成施設等に在学する 者で、 将来都内において看護業務に従事し よ う と する 者に

対し 、 修学資金を貸与する こ と によ り 、 修学を容易にするほか、 都内の施設に一定期間従事し た場

合に返還を 免除する こ と で、 都内の看護職員の確保及び質の向上を 図っ ている 。（ 実施主体：

東京都、 実績： 貸与者数 第一種貸与49人、 第二種貸与36口、 新制度貸与2, 788人）  

ま た、 制度への接点のデジタ ル化によ る 制度利用者の利便性向上等を 目指し 、 看護師等修

学資金貸与事務シス テム（ 令和８ 年４ 月運用開始予定） の再構築を進める 。  
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【 参考】 修学資金の返還免除額 

免除の条件 免除額（ 令和４ 年度改正条例

に基づく 制度）  

免除額（ 令和７ 年度改正条例

に基づく 制度）  

都内施設（ ５ 年間従事）  2. 5万円×貸与月数 ５ 万円×貸与月数 

指定施設（ ５ 年間従事）  ５ 万円×貸与月数 7. 5万円×貸与月数 

指定施設（ ７ 年間従事）  7. 5万円×貸与月数 10万円×貸与月数 

※ 令和７ 年度改正によ る 返還免除額を 拡大 

※ 指定施設 都内の200床未満の病院､病床数の80％以上が精神科病床の病院､診療所､介護老人保健施設､ 

訪問看護ス テーショ ン 等 

 

カ 外国人看護師受入支援事業（ 平成20年度事業開始）  

経済連携協定（ Ｅ Ｐ Ａ ） に基づき 、 外国人看護師候補者を 受け入れた病院において、 看護

師国家資格取得に必要な知識及び技術の修得に要する 研修が円滑に実施さ れる よ う 支援す

る ため、 看護師国家試験対策研修及び日本語学習に要する 経費を 補助する 。（ 実施主体： 外

国人看護師候補者を 受け入れた病院、 実績： 受入者数６ 人）  

キ 看護師等養成所施設整備費等補助（ 昭和63年度事業開始）  

看護師等の学校又は養成所の施設及び設備整備事業に要する 経費を 補助する こ と によ り 、

教育環境を 整備し 教育内容の充実を 図っ ている 。（ 実施主体： 保健師助産師看護師法によ る 指

定を受けた学校及び養成所）  

ク  看護師宿舎施設整備費補助（ 平成５ 年度事業開始）  

看護師宿舎の個室整備事業に要する 経費を 補助する こ と によ り 、 看護職員の離職防止を 図

っている 。（ 実施主体： 看護業務の改善や離職防止対策を実施し ている 病院の設置者）  

ケ 看護職員等宿舎借り 上げ支援事業（ 令和７ 年度事業開始）【 新規）【】【 2050東京戦略】  

看護職員及び看護補助者の宿舎の借り 上げを支援する こ と によ り 、 働き やすい職場環境を実現

し 、 看護人材の確保及び定着を図る 。（ 実施主体： 都内病院（ 国、 都、 独立行政法人及び地方独立

行政法人が設置する 場合を除く 。 ） ）  

コ  看護師勤務環境改善施設整備費補助（ 平成５ 年度事業開始）  

看護職員の勤務環境の改善に係る 施設整備事業に要する 経費について、 都がその一部を 補

助する こ と によ り 、 看護職員の離職防止を 図っている 。（ 実施主体： 看護業務の改善や離職防

止対策を実施し ている 病院の設置者）  

サ 東京都ナースプラ ザの運営（ 平成５ 年度事業開始）【 2050東京戦略】  

離職中の看護職員（ 保健師、 助産師、 看護師及び准看護師） に対する 就業援助・ 就業促進

や教育研修及び看護に関する 情報提供等を 行い、 看護職員の都内定着・ 確保、 資質向上を 図

る と と も に都民に対する 普及啓発活動を 行う 。 ま た、 令和７ 年度から 、 看護補助者と し て就

業を 希望する 方を 対象と し て、 就業援助・ 就業促進等を 開始する 。（ 実施主体： 東京都（ 公益
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社団法人東京都看護協会に委託）、 実績： 就業者数1, 829人）  

( ｱ） ナース バンク 事業： 求人求職登録によ る 就業あっせん、 各種相談事業、 各種調査等 

( ｲ） 研修事業： 再就業促進のための研修、 実習指導者研修等 

( ｳ） 普及啓発事業： 一日看護体験学習、 各種広報等 

シ 新人看護職員研修体制整備事業（ 平成19年度事業開始）  

新人看護職員の臨床研修体制の整備を 図る こ と によ り 、 新人看護職員の早期離職を防止す

る と と も に、 都内の看護職員等の定着促進を 図る 。（ 実施主体： 都内の病院等（ 国立病院及

び国立高度専門医療研究セン タ ーを除く 。 ） 、 実績：  176か所）  

ス 看護職員地域確保支援事業（ 平成19年度事業開始）  

離職し た看護職が、 身近な地域で復職支援研修・ 再就業支援相談等を受けら れる 就業支援

の仕組みを 整備する こ と で、 潜在看護職の就業意欲を 一層喚起し 、 再就業の促進を 図る 。

（ 実施主体： 東京都（ 公益社団法人東京都看護協会に委託、 都立看護専門学校にて実施） ）  

セ キャ リ アアッ プ支援事業（ 平成22年度事業開始）  

医療機関における 特定行為研修等に関する 理解を 深める こ と によ り 、 特定行為研修を 修了

し た看護師等の活躍を促進し 、 チーム 医療を よ り 一層推進する と と も に、 専門性の高い看護

師等のキャ リ アアッ プを支援し 、 勤務意欲の向上を図る こ と によ り 、 看護師等の離職を 防止

し 、 定着を促進する 。（ 実施主体： 東京都（ 公益社団法人東京都看護協会に委託） ）  

ソ  看護職員定着促進支援事業（ 平成23年度事業開始）  

就業協力員が都内病院を定期的に訪問し 、 各病院が実施する 看護師等確保の取組を支援す

る こ と で、 都内で働く 看護職員の定着を 促進する 。（ 実施主体： 東京都（ 公益社団法人東京都

看護協会に委託） ）  

タ  島し ょ 看護職員定着促進事業（ 平成26年度事業開始）【 2050東京戦略】  

島し ょ 地域において働く 看護職を 対象に、 出張研修や一時的に島を 離れる 際の短期代替看

護職員派遣を 実施する こ と によ り 、 島し ょ 地域に勤務する 看護職員の働き やすい環境を 整え、

定着を促進する 。（ 実施主体： 東京都（ 公益社団法人東京都看護協会に委託） 、 実績： 出張研

修７ 回、 短期代替看護職員派遣９ 回）  

チ プラ チナナース就業継続支援事業（ 令和３ 年度事業開始）  

看護職員のキャ リ ア継続を 支援する ため、 定年退職前から その後のラ イ フ プラ ン を考え、

多様な職場を 知る 機会を提供し 、 看護職員の潜在化を 防止する と と も に、 定着・ 再就業の促

進を図る 。（ 実施主体： 東京都（ 公益社団法人東京都看護協会に委託） ）  

ツ 看護職員再就業支援事業（ 令和３ 年度事業開始）  

東京都ナース プラ ザにおける 情報発信や多様なニーズに対応し た職業紹介の取組を強化す

る と と も に、 看護職員の再就業・ 定着に向けた奨励金の支給等を実施する こ と によ り 、 都内

の看護職員の確保を図る 。（ 実施主体： 東京都（ 公益社団法人東京都看護協会に委託） ）  
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テ 災害時看護体制整備事業（ 令和７ 年度事業開始）【 新規）【】【 2050東京戦略】  

災害等発生時に、 災害支援ナース を 医療機関等の現場に派遣し 、 適切な看護業務を行える

よ う 、 平時から 災害支援ナース 登録者の情報管理を行う と と も に、 災害支援ナース の所属す

る 医療機関等の負担軽減に向けた協力金を支給等する こ と によ り 、 災害医療体制を整備する 。

（ 実施主体： 東京都（ 公益社団法人東京都看護協会に委託） ）  

    ト  潜 在看護師等登録制度（ 令和７ 年度事業開始）【 新規）【】【 2050東京戦略】  

      災害等発生時に、 対応可能な看護職員の裾野を拡大する ため、 潜在看護師等を対象と し た登録

制度を構築し 、 災害時に参集し 支援活動に従事可能な看護職員を確保する こ と によ り 、 災害医療

体制を整備する 。（ 実施主体： 東京都（ 公益社団法人東京都看護協会に委託） ）  

( 4） 資質向上対策 

ア 看護管理者連絡会議（ 昭和37年度事業開始）  

保健医療サービ ス の高度化・ 多様化に対応でき る よ う 、 研修会や検討会等を 通し て看護管

理者の資質向上を 図り 、 看護職員の総体的な資質及び看護業務の質の向上を 推進し ている 。

（ 実施主体： 東京都、 実績： ２ 回）  

イ  看護師等教員養成研修（ 昭和46年度事業開始）  

看護教員と し て就業中又は就業予定の者に、 看護教育に必要な知識、 技術を 修得さ せ、 質

の高い看護教員を 養成し 、 看護教育の向上を図っている 。（ 実施主体： 東京都（ 公益財団法人

東京都福祉保健財団に委託）、 受講者定員： 45人）  

ウ  医学技術振興事業（ 昭和38年度事業開始）  

医師、 歯科医師の資質向上と 医療と 健康に関する 都民への普及啓発事業に対し て補助を 行

う こ と によ り 、 地域における 保健医療の確保及び充実を図っている 。（ 実施主体： 公益社団法人

東京都医師会及び公益社団法人東京都歯科医師会）  

エ 医療従事者研修 

医療従事者の資質向上を支援する こ と によ り 、 都民への保健医療サービ ス の向上を 図っ て

いる 。（ ①施術者講習会、 ②助産師教育指導講習会、 ③歯科衛生士講習会、 ④歯科技工士講習会）  

オ 医師臨床研修病院研修医環境整備事業（ 平成16年度事業開始）  

臨床研修医の宿舎整備事業に要する 経費を 補助する こ と によ り 、 効果的な臨床研修体制を

整備し 、 医師の資質の向上を 図っ ている 。（ 実施主体： 私立医科大学附属病院及び厚生労働大

臣が指定し た私立病院（ 臨床研修病院）の開設者）  

カ 退院支援人材育成研修（ 平成27年度事業開始）【 2050東京戦略】  

入院患者・ 家族の意向を 踏ま え、 円滑な退院支援を行える よ う 、 都内医療機関に対し 、 退

院支援・ 退院調整に必要な知識及び技術に関する 研修を 実施し 、 退院支援業務に従事する 人

材の確保・ 育成を行う 。（ 実施主体： 東京都、 実績： 93か所、 181人）  
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キ 助産師定着促進事業（ 平成27年度事業開始）  

よ り 良い助産ケアを 提供する ため、 助産師の出向を 通し て、 ケアの実践に必要な知識及び

技術を 習得さ せ、 助産師の実践能力の向上等を 図る こ と によ り 、 定着を 促進する 。（ 実施主

体： 東京都（ 公益社団法人東京都看護協会に委託） ）  

ク  助産所と 嘱託医療機関等と の連携支援事業（ 令和５ 年度事業開始）  

助産所における 嘱託医師等の確保のため、 都において相談窓口を設置し 、 助産所開設希望者等

から の相談に対する 支援・ 調整を 行う 。（ 実施主体： 東京都（ 公益社団法人東京都助産師会に委

託） ）  
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